
平成２７年人企―８１２ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１項関係）

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

J1704075
テキスト ボックス
１６








平成２７年人企―８１３ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第２項関係）

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

J1704075
テキスト ボックス
１６








平成２９年人企―４９６ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第３項関係）

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

J1704075
テキスト ボックス
１６








給実甲第１５１号　新旧対照表（平成３１年事企法―●●　第４項関係）

改　　正　　後

（傍線部分は改正部分）

改　　正　　前

J1704075
テキスト ボックス
１６




改　　正　　後 改　　正　　前

通
 勤

 手
 当

 認
 定

 簿

55,000円
 ×

 [
箇
月
] =

円

 １
箇

月
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た
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の
運
賃

等
相
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額

の
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又
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 合
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超
え
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と
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普
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た
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た
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合
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額
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第
１
２
条
第
２
項
第
２
号
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額
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動
車
等
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使
用
距
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規

則
第

８
条

の
３

□
第

１
号

□
第
２

号
□

第
３
号

㎞
)

8 7 6 5 4

普　通　交　通　機　関　等　利　用　者
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当
 た

 り

月
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給
　

月
普
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算
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基
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考

定
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 券

日
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均
１
箇
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通
勤
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要
回
数
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受
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年

 
月
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等
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通
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□
回
数
券
等
を
使
用
し
て
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す
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通
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あ
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交
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制
勤
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従
事
す
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等
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届
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月
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月
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和
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氏
名

職
員

番
号

事
実

発
生

年
月

日
組

織
・

所
属

別
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２
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１
２
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２
号
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使
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㎞
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日
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織
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す
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等
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利
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２
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又
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２



改　　正　　後 改　　正　　前
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月



改　正　後 改　正　前

給実甲第１８０号　新旧対照表（令和元年事企法―●●　第５項関係）

（傍線部分は改正部分）

別紙

(昭和･平成 年 月 卒業・修了等 ）

(昭和･平成 年 月 卒業・修了等 ）

(昭和･平成 年 月 日取得)

年 月 日

円 年 月 日 ～ 年 月 日 ( 年以上

円 年 月 日 ～ 年 月 日 ( 年以上

円 年 月 日 ～ 年 月 日 ( 年以上

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

年 月 日 ～ 年 月 日

年 月 日

※　規則第７条の規定の適用を受ける職員については、既に初任給調整手当が支給されていた期間及び額を「参考」欄に記入する。

期間及び備考

年以上 年未満 )

年以上 年未満 )

年以上 年未満 )

免許の種類

学  歴

年未満 )

支給額、支給

初任給調整手当支給調書

支給根拠規定 法第１０条の４第１項　□第１号　□第２号　□第３号　□第４号組織・所属

発令事項等

勤務地：

官　職
採用又は異動時の

俸 　給 　表

職員番号

氏　　名

級

年以上 年未満 )

年以上 年未満 )

年以上 年未満 )

年以上

年未満 )

昭和・平成

年以上

採用・異動

年未満 )

年以上

年未満 )

年未満 )

年以上 年未満 )

年未満 )

年以上

年以上

年以上

採用又は異動年月日

試験の種類（区分）

人事院の承認事項

年未満 )

年未満 )

年未満 )

年以上

年以上

年未満 )

年未満 )

年以上

年未満 )

年以上 年未満 )

年以上 年未満 )

年以上

年未満 )

年以上 年未満 )

休職等によって支給されなかった期間

支給されなくなった時期及び理由

参　　考

年以上 年未満 )

年以上 年未満 )

別紙

(昭和･平成・令和 年 月 卒業・修了等 ）

(昭和･平成・令和 年 月 卒業・修了等 ）

(昭和･平成・令和 年 月 日取得)

年 月 日

円 年 月 日 ～ 年 月 日 ( 年以上

円 年 月 日 ～ 年 月 日 ( 年以上

円 年 月 日 ～ 年 月 日 ( 年以上

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

円 年 月 日 ～ 年 月 日 (

年 月 日 ～ 年 月 日

年 月 日

※　規則第７条の規定の適用を受ける職員については、既に初任給調整手当が支給されていた期間及び額を「参考」欄に記入する。

休職等によって支給されなかった期間

支給されなくなった時期及び理由

参　　考

年以上 年未満 )

年以上 年未満 )

年以上 年未満 )

年以上

年未満 )

年以上 年未満 )

採用又は異動年月日

試験の種類（区分）

人事院の承認事項

年未満 )

年未満 )

年未満 )

年以上

年以上

年未満 )

年未満 )

年以上

年未満 )

年以上

採用・異動

年未満 )

年以上

年未満 )

年未満 )

年以上 年未満 )

年未満 )

年以上

年以上

昭和･平成・令和

年以上 年未満 )

年以上 年未満 )

年以上 年未満 )

年以上

年未満 )

年以上

年以上 年未満 )

初任給調整手当支給調書

支給根拠規定 法第１０条の４第１項　□第１号　□第２号　□第３号　□第４号組織・所属

発令事項等

勤務地：

官　職
採用又は異動時の

俸 　給 　表

職員番号

氏　　名

級

期間及び備考

年以上 年未満 )

年以上 年未満 )

年以上 年未満 )

免許の種類

学  歴

年未満 )

支給額、支給

J1704075
テキスト ボックス
１６




給実甲第４３４号　新旧対照表（令和元年事企法―●● 　第６項関係）

（傍線部分は改正部分）

改　　正　　後 改　　正　　前

J1704075
テキスト ボックス
１６






給実甲第６６０号　新旧対照表（令和元年事企法―●●　第７項関係）

（傍線部分は改正部分）

改　　正　　後 改　　正　　前

J1704075
テキスト ボックス
１６








平成１２年職職―１０４ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第８項関係） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

  

J1704075
テキスト ボックス
１６




  



  



 

  



平成１２年職職―１０５ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第９項関係） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

  

J1704075
テキスト ボックス
１６




  



  



 

  



平成１２年職職―４６５ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１０項関係） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

  

J1704075
テキスト ボックス
１６




 

  



改　　正　　前改　　正　　後

昭和４８年職厚―９０５ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１１項関係）
（傍線部分は改正部分）

J1704075
テキスト ボックス
１６




改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後

平成１４年勤補―１８２ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１２項関係）
（傍線部分は改正部分）

J1704075
テキスト ボックス
１６




改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後

人院様式６７５



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後



改 正 後 改 正 前

別紙第５８ 別紙第５８

第１ 記録簿の作成及び記入の要領 第１ 記録簿の作成及び記入の要領

１ 災害補償記録簿 １ 災害補償記録簿

⑴・⑵ （略） ⑴・⑵ （同左）

⑶ 「No. 」には、当該災害についての ⑶ 「No. 」には、当該災害についての

認定のあった年度を示す数字と当該年度に 認定のあった年度を示す数字と当該年度に

行われた認定の順序に従った番号とを―で 行われた認定の順序に従った番号とを―で

結んで記入すること。例えば、令和元年度 結んで記入すること。例えば、平成１４年

において第１０番目に認定された災害であ 度において第１０番目に認定された災害で

る場合には、「No.１-10」とすること。 ある場合には、「No.14-10」とすること。

⑷～⒇ （略） ⑷～⒇ （同左）

２ 傷病補償年金記録簿 ２ 傷病補償年金記録簿

⑴～⑻ （略） ⑴～⑻ （同左）

⑼ ２号紙については、次のように記入する ⑼ ２号紙については、次のように記入する

こと。 こと。

ア 「支給に係る月」の欄には、例えば、 ア 「支給に係る月」の欄には、例えば、

令和元年８月の支払の場合には、元年６ 平成１４年４月の支払の場合には、１４

月～元年７月分と記入すること。 年２月～１４年３月分と記入すること。

イ （略） イ （同左）

⑽ （略） ⑽ （同左）

３～９ （略） ３～９ （同左）

第２ （略） 第２ （同左）



昭和４５年任企―８８７ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１３項関係）

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

J1704075
テキスト ボックス
１６








平成１５年人企―８２５ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１４項関係）

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

J1704075
テキスト ボックス
１６








平成２１年人企―５３７ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１５項第１号関係）

（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

別紙１

他 名 簿 認 定 申 請 書

文書番号
平成 年 月 日

人 事 院 事 務 総 長
人事院 事務局長 殿
人事院沖縄事務所長

,申請者

「人事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第９条関係第３項の規定
に基づき、試験機関が適当と認める他の名簿について、下記のとおり申請しま
す。

記

１ 名簿の名称
２ 採用予定官職（職務の級及び職務内容）及び官職数
３ 当該官職を志望する者が５人未満である事情その他申請を必要とする事情
４ 採用予定時期

別紙１

他 名 簿 認 定 申 請 書

文書番号
令和 年 月 日

人 事 院 事 務 総 長
人事院 事務局長 殿
人事院沖縄事務所長

,申請者

「人事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第９条関係第３項の規定
に基づき、試験機関が適当と認める他の名簿について、下記のとおり申請しま
す。

記

１ 名簿の名称
２ 採用予定官職（職務の級及び職務内容）及び官職数
３ 当該官職を志望する者が５人未満である事情その他申請を必要とする事情
４ 採用予定時期

J1704075
テキスト ボックス
１６




別紙２

任 命 結 果 通 知 書

文書番号

平成 年 月 日

人 事 院 事 務 総 長

人事院 事務局長 殿

人事院沖縄事務所長

,通知者

人事院規則８―12第12条第２項の規定に基づき、職員の任命について、下記の

とおり通知します。

記

名 簿 名 氏 名 所属部局
整 理 任 命 任 命 俸 給 表

番 号 方 法 年 月 日 級

（注） １ 「整理番号」欄には、採用候補者一覧表の採用候補者に付してある整

理番号等を記入する。

「 」 、 、 、 、 」２ 任命方法 欄には ｢採用｣ ｢昇任｣ ｢降任｣ ｢転任｣又は｢配置換

の別を記入する。規則８―12第９条各項の規定による場合には、その

根拠条項を併せて記載する。

別紙２

任 命 結 果 通 知 書

文書番号

令和 年 月 日

人 事 院 事 務 総 長

人事院 事務局長 殿

人事院沖縄事務所長

,通知者

人事院規則８―12第12条第２項の規定に基づき、職員の任命について、下記の

とおり通知します。

記

名 簿 名 氏 名 所属部局
整 理 任 命 任 命 俸 給 表

番 号 方 法 年 月 日 級

（注） １ 「整理番号」欄には、採用候補者一覧表の採用候補者に付してある整

理番号等を記入する。

「 」 、 、 、 、 」２ 任命方法 欄には ｢採用｣ ｢昇任｣ ｢降任｣ ｢転任｣又は｢配置換

の別を記入する。規則８―12第９条各項の規定による場合には、その

根拠条項を併せて記載する。



別紙３の１

選 考 採 用 承 認 申 請 書

文書番号

平成 年 月 日

人 事 院 事 務 総 長 殿

,申請者

人事院規則８―12第18条第１項第６号の規定に基づき、選考による職員の採用

について下記のとおり申請します。

記

１ 採用予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 職務内容

３ 補充しようとする官職に係る名簿がない事情又は当該官職を志望する採用候

補者が５人未満である事情

４ 選考の方法及び選考結果の概要

５ 採用予定者の氏名

６ 採用予定時期

別紙３の１

選 考 採 用 承 認 申 請 書

文書番号

令和 年 月 日

人 事 院 事 務 総 長 殿

,申請者

人事院規則８―12第18条第１項第６号の規定に基づき、選考による職員の採用

について下記のとおり申請します。

記

１ 採用予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 職務内容

３ 補充しようとする官職に係る名簿がない事情又は当該官職を志望する採用候

補者が５人未満である事情

４ 選考の方法及び選考結果の概要

５ 採用予定者の氏名

６ 採用予定時期



別紙３の２

選 考 採 用 承 認 申 請 書

文書番号

平成 年 月 日

人 事 院 事 務 総 長 殿

,申請者

人事院規則８―12第18条第１項第10号の規定に基づき、選考による職員の採用

について下記のとおり申請します。

記

１ 採用予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 職務内容その他官職の特殊性

３ 採用試験によることが不適当であると認める理由

４ 選考の方法及び選考結果の概要

５ 採用予定者の氏名

６ 採用予定時期

別紙３の２

選 考 採 用 承 認 申 請 書

文書番号

令和 年 月 日

人 事 院 事 務 総 長 殿

,申請者

人事院規則８―12第18条第１項第10号の規定に基づき、選考による職員の採用

について下記のとおり申請します。

記

１ 採用予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 職務内容その他官職の特殊性

３ 採用試験によることが不適当であると認める理由

４ 選考の方法及び選考結果の概要

５ 採用予定者の氏名

６ 採用予定時期



別紙３の３

選 考 採 用 承 認 申 請 書

文書番号

平成 年 月 日

人 事 院 事 務 総 長

人事院 事務局長 殿

人事院沖縄事務所長

,申請者

「人事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第18条関係第４項ただし

書の規定に基づき、選考による職員の採用について下記のとおり申請します。

記

１ 採用予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 職務内容その他官職の特殊性

３ 採用試験を行っても十分な競争者が得られないことが予想される理由又は職

務と責任の特殊性により、職務の遂行能力について職員の順位の判定が困難で

ある理由

４ 選考の方法及び選考結果の概要

５ 採用予定者の氏名

６ 採用予定時期

別紙３の３

選 考 採 用 承 認 申 請 書

文書番号

令和 年 月 日

人 事 院 事 務 総 長

人事院 事務局長 殿

人事院沖縄事務所長

,申請者

「人事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第18条関係第４項ただし

書の規定に基づき、選考による職員の採用について下記のとおり申請します。

記

１ 採用予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 職務内容その他官職の特殊性

３ 採用試験を行っても十分な競争者が得られないことが予想される理由又は職

務と責任の特殊性により、職務の遂行能力について職員の順位の判定が困難で

ある理由

４ 選考の方法及び選考結果の概要

５ 採用予定者の氏名

６ 採用予定時期



別紙４の１

特定官職への採用協議書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,協議者

人事院規則８―12第18条第３項の規定に基づき、選考による職員の採用（ 人「

事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第18条関係第７項各号に掲げる

採用の場合を除く ）について、下記のとおり協議します。。

記

１ 採用予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 当該官職に係る職務の内容

３ 選考の方法及び選考結果の概要

４ 採用予定者の資格、経歴、実務経験等の内容

５ 採用予定日及び採用前２年以内の期間における刑事事件に関する起訴の有無

６ 採用予定者の氏名

７ 採用予定時期

８ 選考の手続の内容（公募の方法等）

別紙４の１

特定官職への採用協議書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,協議者

人事院規則８―12第18条第３項の規定に基づき、選考による職員の採用（ 人「

事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第18条関係第７項各号に掲げる

採用の場合を除く ）について、下記のとおり協議します。。

記

１ 採用予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 当該官職に係る職務の内容

３ 選考の方法及び選考結果の概要

４ 採用予定者の資格、経歴、実務経験等の内容

５ 採用予定日及び採用前２年以内の期間における刑事事件に関する起訴の有無

６ 採用予定者の氏名

７ 採用予定時期

８ 選考の手続の内容（公募の方法等）



別紙４の２

特定官職への採用協議書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,協議者

「人事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第18条関係第７項各号に

掲げる採用について、下記のとおり協議します。

記

１ 採用しようとする官職（職務の級及び所属部課名）

２ 当該官職に係る職務の内容

３ 人事院規則８―12第25条各号又は第30条第１項各号に掲げる要件を満たして

いる者と同等と認められないにもかかわらず採用することができる理由

４ 採用予定者氏名、現官職又は就いている職

５ 採用予定時期

別紙４の２

特定官職への採用協議書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,協議者

「人事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第18条関係第７項各号に

掲げる採用について、下記のとおり協議します。

記

１ 採用しようとする官職（職務の級及び所属部課名）

２ 当該官職に係る職務の内容

３ 人事院規則８―12第25条各号又は第30条第１項各号に掲げる要件を満たして

いる者と同等と認められないにもかかわらず採用することができる理由

４ 採用予定者氏名、現官職又は就いている職

５ 採用予定時期



別紙５

特定官職への任命結果報告書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

「人事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第18条関係第８項並びに人

事院規則８―12第24条及び第30条第２項の規定に基づき､下記のとおり報告します｡

記

任 命 任 命 任 命 任命前 採 用 年 及 び 月
氏 名

年月日 方 法 官 職 官 職 （採用試験の種類）

（注） １ 人事異動図に、記の部分の内容を付記して提出するときは、本報告書

の提出に代えて、当該人事異動図を添付する文書により、人事院に報告

することができる。

２ ｢任命方法｣欄には、｢採用｣、｢昇任｣、｢降任｣、｢転任｣又は「配置換」

の別を記入する。

別紙５

特定官職への任命結果報告書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

「人事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第18条関係第８項並びに人

事院規則８―12第24条及び第30条第２項の規定に基づき､下記のとおり報告します｡

記

任 命 任 命 任 命 任命前 採 用 年 及 び 月
氏 名

年月日 方 法 官 職 官 職 （採用試験の種類）

（注） １ 人事異動図に、記の部分の内容を付記して提出するときは、本報告書

の提出に代えて、当該人事異動図を添付する文書により、人事院に報告

することができる。

２ ｢任命方法｣欄には、｢採用｣、｢昇任｣、｢降任｣、｢転任｣又は「配置換」

の別を記入する。



別紙６

別段の定めについての協議書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,協議者

人事院規則８―12第31条の規定に基づく別段の定めについて、下記のとおり協

議します。

記

１ 任命予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 当該官職に係る職務の内容

３ 任命方法（｢昇任｣、｢降任｣、｢転任｣又は｢配置換｣の別を記入すること ）。

４ 別段の定めの内容及び別段の定めを必要とすると認められる理由

５ 任命予定者氏名、現官職

６ 任命予定時期

別紙６

別段の定めについての協議書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,協議者

人事院規則８―12第31条の規定に基づく別段の定めについて、下記のとおり協

議します。

記

１ 任命予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 当該官職に係る職務の内容

３ 任命方法（｢昇任｣、｢降任｣、｢転任｣又は｢配置換｣の別を記入すること ）。

４ 別段の定めの内容及び別段の定めを必要とすると認められる理由

５ 任命予定者氏名、現官職

６ 任命予定時期



別紙７の１

臨 時 的 任 用 承 認 申 請 書

文書番号

平成 年 月 日

人 事 院 総 裁

人 事 院 事 務 総 長
殿

人事院 事務局長

人事院沖縄事務所長

,申請者

人事院規則８―12第39条第１項第３号の規定に基づき、臨時的任用について下

記のとおり申請します。

記

１ 任用予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 職務内容

３ 任用予定者の氏名

４ 臨時的任用の予定期間

５ 臨時的任用を必要とする理由

６ 当該官職に係る名簿がない事情又は当該官職を志望する採用候補者が５人未

満である事情

別紙７の１

臨 時 的 任 用 承 認 申 請 書

文書番号

令和 年 月 日

人 事 院 総 裁

人 事 院 事 務 総 長
殿

人事院 事務局長

人事院沖縄事務所長

,申請者

人事院規則８―12第39条第１項第３号の規定に基づき、臨時的任用について下

記のとおり申請します。

記

１ 任用予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 職務内容

３ 任用予定者の氏名

４ 臨時的任用の予定期間

５ 臨時的任用を必要とする理由

６ 当該官職に係る名簿がない事情又は当該官職を志望する採用候補者が５人未

満である事情



別紙７の２

臨時的任用更新承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人 事 院 総 裁

人 事 院 事 務 総 長
殿

人事院 事務局長

人事院沖縄事務所長

,申請者

人事院規則８―12第39条第１項第３号の規定に基づき、臨時的任用の更新につ

いて下記のとおり申請します。

記

１ 官職名（職務の級及び所属部課名）

２ 更新に係る職員の氏名

３ 臨時的任用の年月日

４ 更新する臨時的任用の予定期間

５ 臨時的任用の更新を必要とする理由

別紙７の２

臨時的任用更新承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人 事 院 総 裁

人 事 院 事 務 総 長
殿

人事院 事務局長

人事院沖縄事務所長

,申請者

人事院規則８―12第39条第１項第３号の規定に基づき、臨時的任用の更新につ

いて下記のとおり申請します。

記

１ 官職名（職務の級及び所属部課名）

２ 更新に係る職員の氏名

３ 臨時的任用の年月日

４ 更新する臨時的任用の予定期間

５ 臨時的任用の更新を必要とする理由



別紙８

任期付採用承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

「人事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第42条関係第５項⑷の規

定に基づき、任期を定めた採用について下記のとおり申請します。

記

１ 任期付採用予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 当該官職に係る研究業務の内容及び期間

３ 研究事業の概要及び同事業において当該官職に係る研究業務が特に必要な理

由

４ 採用以外の任命方法により補充することが困難な理由

５ 任期を定めることが必要な理由

６ 任期付採用予定者の氏名

７ 任期付採用予定者の任期満了後の雇用予定

８ 任用予定期間

別紙８

任期付採用承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

「人事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第42条関係第５項⑷の規

定に基づき、任期を定めた採用について下記のとおり申請します。

記

１ 任期付採用予定官職（職務の級及び所属部課名）

２ 当該官職に係る研究業務の内容及び期間

３ 研究事業の概要及び同事業において当該官職に係る研究業務が特に必要な理

由

４ 採用以外の任命方法により補充することが困難な理由

５ 任期を定めることが必要な理由

６ 任期付採用予定者の氏名

７ 任期付採用予定者の任期満了後の雇用予定

８ 任用予定期間



別紙９

任期付任用更新承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

「人事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第43条関係第２項⑸の規

定に基づき、任期の更新について下記のとおり申請します。

記

１ 任期を定めて採用された職員の氏名及び官職名（職務の級及び所属部課名）

２ 更新を必要とする理由

３ 現に従事している研究業務の内容

４ 採用年月日

５ 更新予定期間

別紙９

任期付任用更新承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

「人事院規則８―12（職員の任免）の運用について」第43条関係第２項⑸の規

定に基づき、任期の更新について下記のとおり申請します。

記

１ 任期を定めて採用された職員の氏名及び官職名（職務の級及び所属部課名）

２ 更新を必要とする理由

３ 現に従事している研究業務の内容

４ 採用年月日

５ 更新予定期間



給実甲第６５号　新旧対照表（令和元年事企法―●●　第１５項第２号関係）
           (傍線部分は改正部分））

改　　正　　後 改　　正　　前

J1704075
テキスト ボックス
１６




給実甲第３５１号　新旧対照表（令和元年事企法―●●　第１５項第３号関係）

(傍線部分は改正部分)

改　　正　　後 改　　正　　前

別紙第１

特地官署等実態票（その１）
（平成 年 月 日現在）

官署名 所在地

１ 俸給表別級別職員数等
俸 給 表 及 び 級 合 計

職 員 数
人

特地勤務手当に準
ずる手当受給者数 人

２ 官署周辺の状況
（１）官署の最寄りの公共施設等の状況
公共施設等 名 称 所 在 地 官 署 か ら 備 考

の 距 離
小 学 校

㎞
中 学 校

㎞
郵 便 局

㎞
役 場

㎞
スーパーマーケット

㎞
金 融 機 関

㎞
診療科名 病床数病 院

㎞

（２）官署の最寄りの人口集中地区又は準人口集中地区

人 口 集 中 地 区 又 は 準 人 口 集 中 地 区 の 設 定 市 区 町 村 名

（３）官署から最寄りの人口集中地区又は準人口集中地区までの距離
区 間 （ 地 点 の 名 称 ） 路 線 名 累 積 距 離 備 考

（起点）
１ 官署 から まで ㎞

２ から まで ㎞

３ から まで ㎞

４ から まで ㎞
（終点）

５ から まで ㎞

３ 宿舎周辺の状況
（１）職員の居住状況

宿 舎 名 所 在 地 入 居 職 員 数

人

（２）宿舎の最寄りの人口集中地区又は準人口集中地区

人 口 集 中 地 区 又 は 準 人 口 集 中 地 区 の 設 定 市 区 町 村 名

（３）宿舎から最寄りの人口集中地区又は準人口集中地区までの距離
区 間 （ 地 点 の 名 称 ） 路 線 名 累 積 距 離 備 考

（起点）
１ 宿舎 から まで ㎞

２ から まで ㎞

３ から まで ㎞

４ から まで ㎞
（終点）

５ から まで ㎞

４ 特 記 事 項

Ａ４（２１０×２９７）

別紙第１

特地官署等実態票（その１）
（令和 年 月 日現在）

官署名 所在地

１ 俸給表別級別職員数等
俸 給 表 及 び 級 合 計

職 員 数
人

特地勤務手当に準
ずる手当受給者数 人

２ 官署周辺の状況
（１）官署の最寄りの公共施設等の状況
公共施設等 名 称 所 在 地 官 署 か ら 備 考

の 距 離
小 学 校

㎞
中 学 校

㎞
郵 便 局

㎞
役 場

㎞
スーパーマーケット

㎞
金 融 機 関

㎞
診療科名 病床数病 院

㎞

（２）官署の最寄りの人口集中地区又は準人口集中地区

人 口 集 中 地 区 又 は 準 人 口 集 中 地 区 の 設 定 市 区 町 村 名

（３）官署から最寄りの人口集中地区又は準人口集中地区までの距離
区 間 （ 地 点 の 名 称 ） 路 線 名 累 積 距 離 備 考

（起点）
１ 官署 から まで ㎞

２ から まで ㎞

３ から まで ㎞

４ から まで ㎞
（終点）

５ から まで ㎞

３ 宿舎周辺の状況
（１）職員の居住状況

宿 舎 名 所 在 地 入 居 職 員 数

人

（２）宿舎の最寄りの人口集中地区又は準人口集中地区

人 口 集 中 地 区 又 は 準 人 口 集 中 地 区 の 設 定 市 区 町 村 名

（３）宿舎から最寄りの人口集中地区又は準人口集中地区までの距離
区 間 （ 地 点 の 名 称 ） 路 線 名 累 積 距 離 備 考

（起点）
１ 宿舎 から まで ㎞

２ から まで ㎞

３ から まで ㎞

４ から まで ㎞
（終点）

５ から まで ㎞

４ 特 記 事 項

Ａ４（２１０×２９７）

J1704075
テキスト ボックス
１６




改　　正　　後 改　　正　　前

特地官署等実態票（その２）
（平成 年 月 日現在）

官署名 所在地

１ 俸給表別級別職員数等
俸 給 表 及 び 級 合 計

職 員 数
人

特地勤務手当に準
ずる手当受給者数 人

２ 島と本土を結ぶ交通機関の状況
（１）船 便 （ 普 通 船 ）
定 期 船 に 乗 下 船 航 行 距 離 月 間 往 復 調査日前１年間の月別実績往復航行回数

備 考
す る 船 着 場 名 及 び 運 賃 航 行 回 数 （対象期間 年 月～ 年 月）

１月 回 ２月 回 ３月 回 ４月 回 ５月 回 ６月 回
㎞

７月 回 ８月 回 ９月 回 10月 回 11月 回 12月 回～ 円 回

１月 回 ２月 回 ３月 回 ４月 回 ５月 回 ６月 回
㎞

７月 回 ８月 回 ９月 回 10月 回 11月 回 12月 回～ 円 回

（２）船 便 （ 高 速 船 ）
定 期 船 に 乗 下 船 航 行 距 離 月 間 往 復 調査日前１年間の月別実績往復航行回数

備 考
す る 船 着 場 名 及 び 運 賃 航 行 回 数 （対象期間 年 月～ 年 月）

１月 回 ２月 回 ３月 回 ４月 回 ５月 回 ６月 回
㎞

７月 回 ８月 回 ９月 回 10月 回 11月 回 12月 回～ 円 回

１月 回 ２月 回 ３月 回 ４月 回 ５月 回 ６月 回
㎞

７月 回 ８月 回 ９月 回 10月 回 11月 回 12月 回～ 円 回

（３）航 空 便
定 期 航 空 便 に 搭 運 行 距 離 月 間 往 復 調査日前１年間の月別実績往復運行回数

備 考
乗 降 す る 空 港 名 及 び 運 賃 運 行 回 数 （対象期間 年 月～ 年 月）

１月 回 ２月 回 ３月 回 ４月 回 ５月 回 ６月 回
㎞

７月 回 ８月 回 ９月 回 10月 回 11月 回 12月 回～ 円 回

１月 回 ２月 回 ３月 回 ４月 回 ５月 回 ６月 回
㎞

７月 回 ８月 回 ９月 回 10月 回 11月 回 12月 回～ 円 回

（４）所要時間

所要時間60分未満で東京都（島しょ部を除く ）に連絡する定期便 有 ・ 無。

３ 官署の最寄りの人口集中地区又は準人口集中地区

人 口 集 中 地 区 又 は 準 人 口 集 中 地 区 の 設 定 市 区 町 村 名

４ 特 記 事 項

Ａ４（２１０×２９７）

特地官署等実態票（その２）
（令和 年 月 日現在）

官署名 所在地

１ 俸給表別級別職員数等
俸 給 表 及 び 級 合 計

職 員 数
人

特地勤務手当に準
ずる手当受給者数 人

２ 島と本土を結ぶ交通機関の状況
（１）船 便 （ 普 通 船 ）
定 期 船 に 乗 下 船 航 行 距 離 月 間 往 復 調査日前１年間の月別実績往復航行回数

備 考
す る 船 着 場 名 及 び 運 賃 航 行 回 数 （対象期間 年 月～ 年 月）

１月 回 ２月 回 ３月 回 ４月 回 ５月 回 ６月 回
㎞

７月 回 ８月 回 ９月 回 10月 回 11月 回 12月 回～ 円 回

１月 回 ２月 回 ３月 回 ４月 回 ５月 回 ６月 回
㎞

７月 回 ８月 回 ９月 回 10月 回 11月 回 12月 回～ 円 回

（２）船 便 （ 高 速 船 ）
定 期 船 に 乗 下 船 航 行 距 離 月 間 往 復 調査日前１年間の月別実績往復航行回数

備 考
す る 船 着 場 名 及 び 運 賃 航 行 回 数 （対象期間 年 月～ 年 月）

１月 回 ２月 回 ３月 回 ４月 回 ５月 回 ６月 回
㎞

７月 回 ８月 回 ９月 回 10月 回 11月 回 12月 回～ 円 回

１月 回 ２月 回 ３月 回 ４月 回 ５月 回 ６月 回
㎞

７月 回 ８月 回 ９月 回 10月 回 11月 回 12月 回～ 円 回

（３）航 空 便
定 期 航 空 便 に 搭 運 行 距 離 月 間 往 復 調査日前１年間の月別実績往復運行回数

備 考
乗 降 す る 空 港 名 及 び 運 賃 運 行 回 数 （対象期間 年 月～ 年 月）

１月 回 ２月 回 ３月 回 ４月 回 ５月 回 ６月 回
㎞

７月 回 ８月 回 ９月 回 10月 回 11月 回 12月 回～ 円 回

１月 回 ２月 回 ３月 回 ４月 回 ５月 回 ６月 回
㎞

７月 回 ８月 回 ９月 回 10月 回 11月 回 12月 回～ 円 回

（４）所要時間

所要時間60分未満で東京都（島しょ部を除く ）に連絡する定期便 有 ・ 無。

３ 官署の最寄りの人口集中地区又は準人口集中地区

人 口 集 中 地 区 又 は 準 人 口 集 中 地 区 の 設 定 市 区 町 村 名

４ 特 記 事 項

Ａ４（２１０×２９７）



改　　正　　後 改　　正　　前

別紙第２

俸給 扶養手当

級 号俸

 平成   　 年　 　月　   日 円 円  平成   　 年　 　月　   日 円

 平成   　 年　 　月　   日 円 円  平成   　 年　 　月　   日 円

 平成   　 年　 　月　   日 円 円  平成   　 年　 　月　   日 円

 平成   　 年　 　月　   日 円 円  平成   　 年　 　月　   日 円

 平成   　 年　 　月　   日 円 円  平成   　 年　 　月　   日 円

 平成   　 年　 　月　   日 円 円  平成   　 年　 　月　   日 円

 平成   　 年　 　月　   日 円 円  平成   　 年　 　月　   日 円

 平成   　 年　 　月　   日 円 円  平成   　 年　 　月　   日 円

１．特地勤務手当

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

２．特地勤務手当に準ずる手当

％ 円 ％ ％

％ 円 ％ ％

％ 円 ％ ％

％ 円 ％ ％

％ 円 ％ ％

％ 円 ％ ％

％ 円 ％ ％

％ 円 ％ ％

％ 円 ％ ％

％ 円 ％ ％

％ 円 ％ ％

％ 円 ％ ％

備考

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

平成　　年　　月　　日から平成　　年　　月　　日まで

地域手当
の支給割合

支給割合 支給額 支給期間
地域手当
の月額

支給額
（調整前）

広域異動手当

の支給割合

平成　　年　　月　　日 支給終了年月日 平成　　年　　月　　日

　特地勤務手当等の運用について（給実甲第351号）給与法第14条関係第４項により、異動等の日から３年を超えて
  支給する職員に　　　□該当する　　□該当しない

支給期間
（調整前）

支給開始年月日

支給割合 支給額
支給割合

支給開始年月日 支給終了年月日平成　　年　　月　　日 平成　　年　　月　　日

平成　 　年 　　月　 　日から平成　 　年 　　月　 　日まで

平成　 　年 　　月　 　日から平成　 　年 　　月　 　日まで

平成　 　年 　　月　 　日から平成　 　年 　　月　 　日まで

平成　 　年 　　月　 　日から平成　 　年 　　月　 　日まで

平成　 　年 　　月　 　日から平成　 　年 　　月　 　日まで

平成　 　年 　　月　 　日から平成　 　年 　　月　 　日まで

平成　 　年 　　月　 　日から平成　 　年 　　月　 　日まで

平成　 　年 　　月　 　日から平成　 　年 　　月　 　日まで

平成　 　年 　　月　 　日から平成　 　年 　　月　 　日まで

平成　 　年 　　月　 　日から平成　 　年 　　月　 　日まで

平成　 　年 　　月　 　日から平成　 　年 　　月　 　日まで

平成　 　年 　　月　 　日から平成　 　年 　　月　 　日まで

異動年月日 平成　　年　　月　　日

俸給表

住居移転年月日 平成　　年　　月　　日

俸給月額 その他（俸給の調整額等） 月額

特地勤務手当及び特地勤務手当に準ずる手当支給調書

勤務官署名 職名（官職）

職員番号 級別区分 （冬期）

氏名

別紙第２

俸給 扶養手当

級 号俸

令和　　  年　   月 　  日 円 円 令和　　  年　   月 　  日 円

令和　　  年　   月 　  日 円 円 令和　　  年　   月 　  日 円

令和　　  年　   月 　  日 円 円 令和　　  年　   月 　  日 円

令和　　  年　   月 　  日 円 円 令和　　  年　   月 　  日 円

令和　　  年　   月 　  日 円 円 令和　　  年　   月 　  日 円

令和　　  年　   月 　  日 円 円 令和　　  年　   月 　  日 円

令和　　  年　   月 　  日 円 円 令和　　  年　   月 　  日 円

令和　　  年　   月 　  日 円 円 令和　　  年　   月 　  日 円

１．特地勤務手当

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

％ 円 円 ％ 円

２．特地勤務手当に準ずる手当

％ 円 　　　　　　 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで ％ ％

％ 円 　　　　　　 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで ％ ％

％ 円 　　　　　　 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで ％ ％

％ 円 　　　　　　 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで ％ ％

％ 円 　　　　　　 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで ％ ％

％ 円 　　　　　　 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで ％ ％

％ 円 　　　　　　 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで ％ ％

％ 円 　　　　　　 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで ％ ％

％ 円 　　　　　　 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで ％ ％

％ 円 　　　　　　 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで ％ ％

％ 円 　　　　　　 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで ％ ％

％ 円 　　　　　　 令和　　年　　月　　日から令和　　年　　月　　日まで ％ ％

備考

令和　  　年　  月　 　日から令和　 　 年　　 月　 　日まで

令和　  　年　  月　 　日から令和　 　 年　　 月　 　日まで

令和　  　年　  月　 　日から令和　 　 年　　 月　 　日まで

令和　  　年　  月　 　日から令和　 　 年　　 月　 　日まで

令和　  　年　  月　 　日から令和　 　 年　　 月　 　日まで

令和　  　年　  月　 　日から令和　 　 年　　 月　 　日まで

令和　  　年　  月　 　日から令和　 　 年　　 月　 　日まで

令和　  　年　  月　 　日から令和　 　 年　　 月　 　日まで

令和　  　年　  月　 　日から令和　 　 年　　 月　 　日まで

令和　  　年　  月　 　日から令和　 　 年　　 月　 　日まで

令和　  　年　  月　 　日から令和　 　 年　　 月　 　日まで

令和　  　年　  月　 　日から令和　 　 年　　 月　 　日まで

地域手当
の支給割合

支給割合 支給額 支給期間
地域手当
の月額

支給額
（調整前）

広域異動手当

の支給割合

令和　　年　　月　　日 支給終了年月日 令和　　年　　月　　日

　特地勤務手当等の運用について（給実甲第351号）給与法第14条関係第４項により、異動等の日から３年を超えて
  支給する職員に　　　□該当する　　□該当しない

支給期間
（調整前）

支給開始年月日

支給割合 支給額
支給割合

支給開始年月日 支給終了年月日令和　　年　　月　　日 令和　　年　　月　　日

異動年月日 令和　　年　　月　　日

俸給表

住居移転年月日 令和　　年　　月　　日

俸給月額 その他（俸給の調整額等） 月額

特地勤務手当及び特地勤務手当に準ずる手当支給調書

勤務官署名 職名（官職）

職員番号 級別区分 （冬期）

氏名



給実甲第５５６号 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１５項第４号関係）
（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

別表 別表
俸給関係審査協議書 俸給関係審査協議書

文書番号 文書番号
令和 年 月 日申請 平成 年 月 日申請

人事院事務総長 殿 人事院事務総長 殿
（協議する省庁の長） ○印 （協議する省庁の長） ○印

下記により、職務の級の決定・号俸の決定について協議します。 下記により、職務の級の決定・号俸の決定について協議します。

協 議 事 項 官職名 学歴免許等 現 級 経験 在級 承認希望 協 議 事 項 官職名 学歴免許等 現 級 経験 在級 承認希望

(級別定数上 氏 名 ・卒業等 及 び (級別定数上 氏 名 ・卒業等 及 び

俸給表名 職 務 の 級 号 俸 の職名) 年 月 日 号 俸 年数 期間 年 月 日 俸給表名 職 務 の 級 号 俸 の職名) 年 月 日 号 俸 年数 期間 年 月 日

みなし在 みなし在

級期間 級期間

職( ) 級 号俸 ( ) 職( ) 級 号俸 ( )

職( ) 級 号俸 ( ) 職( ) 級 号俸 ( )

職( ) 級 号俸 ( ) 職( ) 級 号俸 ( )

職( ) 級 号俸 ( ) 職( ) 級 号俸 ( )

職( ) 級 号俸 ( ) 職( ) 級 号俸 ( )

職( ) 級 号俸 ( ) 職( ) 級 号俸 ( )

職( ) 級 号俸 ( ) 職( ) 級 号俸 ( )

備 考 備 考

A4(210×297) A4(210×297)

J1704075
テキスト ボックス
１６




給実甲第５７６号　新旧対照表（令和元年事企法―●●　第１５項第５号関係）
        (傍線部分は改正部分））

改　　正　　後 改　　正　　前

別
表
第
１

人人人

翌
年
還
付
す
る
税
額

同
　
上

の
う
ち

本
年
還
付
す
る
税
額

寡
　
　
夫

勤
労
学
生

差
引
控
除
後
の
給
与
額
及
び
年
税
額

寡
　
　
婦

特
別
の
寡
婦

扶
養
控
除
額
、
基
礎
控
除
額

及
び
障
害
者
等
控
除
額
の
合
計
額

本
年
最
後
の
給
与
の
徴
収
税
額
へ
の
充
当
額

同
居
特
別
障
害
者

配
偶
者
（
特
別
）
控
除
額

差
引
還
付
す
る
税
額

本
年
最
後
の
給
与
か
ら
徴
収
す
る
税
額

一
般
の
障
害
者

生
命
保
険
料
の
控
除
額

翌
年
に
繰
り
越
し
て
徴
収
す
る
税
額

障
害

者
等

（
該
当

は
*
印
）

本
人

同
一
生
計

配
偶
者

扶
養
親
族

小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
の
控
除
額

不
足
額

の
精
算

特
別
障
害
者

地
震
保
険
料
の
控
除
額

超
過
額

の
精
算

差
引
過
不
足
税
額

本
人
申
告
分

社
会
保
険
料

の
控
除
額

給
与
控
除
額

年
調
所
得
税
額

年
調
年
税
額

給
与
所
得
控
除
後
の
給
与
の
金
額

不
足
額

備
考

変
更
年
月
日

源
泉
控
除

対
象
配
偶
者

一
般
の

控
除
対
象

扶
養
親
族

特
定

扶
養
親
族

老
人
扶
養
親
族

障
害
者

等

年
　
　
　
　
末
　
　
　
　
調
　
　
　
　
整

同
　
居

老
親
等

そ
の
他

区
分

金
額

税
額

区
分

税
額

年
間
給
与
額
と
税
額
の
各
合
計

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
額

配
偶
者
の
有
無

当
年

年
額
計

6
月
　
　
　

7
月
以
降

7
月
以
降

前
年
納
付
先
コ
ー
ド

過
納
額

申
告
の
有
無

前
年

年
額
計

6
月
　
　
　

当
年
納
付
先
コ
ー
ド

扶
　
養
　
控
　
除
　
等
　
申
　
告
　
関
　
係

住
　
　
民
　
　
税
　
　
年
　
　
額
　
　
・
　
　
月
　
　
額

住
民
税
納
付
先

前
年
の
年
末
調
整
に
基
づ
き
繰
り
越
し
た
過
不
足
税
額

退
職
等

年
金
給
付

％

厚
生

年
金

％％

特
地
勤
務

手
当
に

準
ず
る
手
当

支
給
開
始
年
月
日

支
給
割
合

支
給
月

支
給
単
位

期
間

金
額

支
給
月

支
給
単
位

期
間

金
額

％

標準報酬

変
更
年
月
日

等
級

標
準
報
酬
月
額

短
期

％

通
勤
手
当

変
更
年
月
日

自
動
車
等

普
通
交
通
機
関
等

新
幹
線
鉄
道
等

額
％

人
人 人

％

人
人

％

人

％

人
人

人

特
地
勤
務
手
当

支
給
開
始
年
月
日

支
給
割
合

う
ち
加
算
措
置
対
象

人

％

変
更
年
月
日

月
額

寒
冷
地
手
当

変
更
年
月
日

地
域
の

区
分

世
帯
等
の

区
分

扶
養
手
当

変
更
年
月
日

認
定
扶
養
親
族

（
子
以
外
）

認
定
扶
養
親
族
（
子
）

月
額

住
居
手
当

変
更
年
月
日

月
額

単
身
赴
任
手
当

人

人
人

人

人

手
　
　
　
　
　
　
　
　
　
当

超
勤
・
減
額
１
０
０

超
勤
１
２
５

休
日
・
超
勤
１
３
５

支
給
割
合

額

発
　
　
　
　
令
　
　
　
　
事
　
　
　
　
項
　
　
　
　
等

発
　
令

年
月
日

発
　
令
　
事
　
項

俸
給

俸
給
の
特
別
調
整
額

本
府
省
業
務

調
整
手
当

の
月
額

専
門
ス
タ
ッ
フ
職

調
整
手
当

の
月
額

俸
給
の
月
額
に
対
す
る

地
域
手
当
等

俸
給
の
月
額
に
対
す
る

広
域
異
動
手
当

超
過
勤
務
手
当
等
の
勤
務
１
時
間
当
た
り
の
額

支
給
割
合

俸
給
表

級
号
俸

経
過
措
置
の
額

俸
給
の
調
整
額
俸
給
の
月
額

区
分

額
支
給
割
合

額
超
勤
１
５
０

超
勤
１
６
０

超
勤
１
７
５

夜
勤
２
５

職
員
番
号

生
年
月
日

性
別

職
員
別
給
与
簿
（
そ
の
１
）

令
和
　
　
年

変
更
組
織
・
所
属

変
更
住
所

組
織
・
所
属

住
　
所

氏
　
名

別
表
第
１

人人人

翌
年
還
付
す
る
税
額

同
　
上

の
う
ち

本
年
還
付
す
る
税
額

寡
　
　
夫

勤
労
学
生

差
引
控
除
後
の
給
与
額
及
び
年
税
額

寡
　
　
婦

特
別
の
寡
婦

扶
養
控
除
額
、
基
礎
控
除
額

及
び
障
害
者
等
控
除
額
の
合
計
額

本
年
最
後
の
給
与
の
徴
収
税
額
へ
の
充
当
額

同
居
特
別
障
害
者

配
偶
者
（
特
別
）
控
除
額

差
引
還
付
す
る
税
額

本
年
最
後
の
給
与
か
ら
徴
収
す
る
税
額

一
般
の
障
害
者

生
命
保
険
料
の
控
除
額

翌
年
に
繰
り
越
し
て
徴
収
す
る
税
額

障
害

者
等

（
該
当

は
*
印
）

本
人

同
一
生
計

配
偶
者

扶
養
親
族

小
規
模
企
業
共
済
等
掛
金
の
控
除
額

不
足
額

の
精
算

特
別
障
害
者

地
震
保
険
料
の
控
除
額

超
過
額

の
精
算

差
引
過
不
足
税
額

本
人
申
告
分

社
会
保
険
料

の
控
除
額

給
与
控
除
額

年
調
所
得
税
額

年
調
年
税
額

給
与
所
得
控
除
後
の
給
与
の
金
額

不
足
額

備
考

変
更
年
月
日

源
泉
控
除

対
象
配
偶
者

一
般
の

控
除
対
象

扶
養
親
族

特
定

扶
養
親
族

老
人
扶
養
親
族

障
害
者

等

年
　
　
　
　
末
　
　
　
　
調
　
　
　
　
整

同
　
居

老
親
等

そ
の
他

区
分

金
額

税
額

区
分

税
額

年
間
給
与
額
と
税
額
の
各
合
計

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
額

配
偶
者
の
有
無

当
年

年
額
計

6
月
　
　
　

7
月
以
降

7
月
以
降

前
年
納
付
先
コ
ー
ド

過
納
額

申
告
の
有
無

前
年

年
額
計

6
月
　
　
　

当
年
納
付
先
コ
ー
ド

扶
　
養
　
控
　
除
　
等
　
申
　
告
　
関
　
係

住
　
　
民
　
　
税
　
　
年
　
　
額
　
　
・
　
　
月
　
　
額

住
民
税
納
付
先

前
年
の
年
末
調
整
に
基
づ
き
繰
り
越
し
た
過
不
足
税
額

退
職
等

年
金
給
付

％

厚
生

年
金

％％

特
地
勤
務

手
当
に

準
ず
る
手
当

支
給
開
始
年
月
日

支
給
割
合

支
給
月

支
給
単
位

期
間

金
額

支
給
月

支
給
単
位

期
間

金
額

％

標準報酬

変
更
年
月
日

等
級

標
準
報
酬
月
額

短
期

％

通
勤
手
当

変
更
年
月
日

自
動
車
等

普
通
交
通
機
関
等

新
幹
線
鉄
道
等

額
％

人
人 人

％

人
人

％

人

％

人
人

人

特
地
勤
務
手
当

支
給
開
始
年
月
日

支
給
割
合

う
ち
加
算
措
置
対
象

人

％

変
更
年
月
日

月
額

寒
冷
地
手
当

変
更
年
月
日

地
域
の

区
分

世
帯
等
の

区
分

扶
養
手
当

変
更
年
月
日

認
定
扶
養
親
族

（
子
以
外
）

認
定
扶
養
親
族
（
子
）

月
額

住
居
手
当

変
更
年
月
日

月
額

単
身
赴
任
手
当

人

人
人

人

人

手
　
　
　
　
　
　
　
　
　
当

超
勤
・
減
額
１
０
０

超
勤
１
２
５

休
日
・
超
勤
１
３
５

支
給
割
合

額

発
　
　
　
　
令
　
　
　
　
事
　
　
　
　
項
　
　
　
　
等

発
　
令

年
月
日

発
　
令
　
事
　
項

俸
給

俸
給
の
特
別
調
整
額

本
府
省
業
務

調
整
手
当

の
月
額

専
門
ス
タ
ッ
フ
職

調
整
手
当

の
月
額

俸
給
の
月
額
に
対
す
る

地
域
手
当
等

俸
給
の
月
額
に
対
す
る

広
域
異
動
手
当

超
過
勤
務
手
当
等
の
勤
務
１
時
間
当
た
り
の
額

支
給
割
合

俸
給
表

級
号
俸

経
過
措
置
の
額

俸
給
の
調
整
額
俸
給
の
月
額

区
分

額
支
給
割
合

額
超
勤
１
５
０

超
勤
１
６
０

超
勤
１
７
５

夜
勤
２
５

職
員
番
号

生
年
月
日

性
別

職
員
別
給
与
簿
（
そ
の
１
）

平
成
　
　
年

変
更
組
織
・
所
属

変
更
住
所

組
織
・
所
属

住
　
所

氏
　
名

J1704075
テキスト ボックス
１６




改　　正　　後 改　　正　　前

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)

(16)

(17)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(26)

(27)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

(39)

(40)

(41)

(42)

(43)

(44)

(45)

(46)

(47)

(48)

(49)

(50)

(51)

(52)

(53)

(54)

(55)

(56)

(57)

(58)

(59)

(60)

(61)

(62)

(63)

(64)

(65)

(66)

(67)

(68)

(69)

(70)

(71)

(72)

(73)

(74)

(75)

(76)

(77)

(78)

(79)

(80)

(81)

合
計

俸
給
表

氏
　
　
名

給
与
期
間

職
員
別
給
与
簿
（
そ
の
２
）

令
和
　
　
　
年

組
織
・
所
属

職
員
番
号

級
号
俸

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

俸
給
支
給
額

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

加給額

俸
給
の
特
別
調
整
額

本
府
省
業
務
調
整
手
当

初
任
給
調
整
手
当

扶
養
手
当

地
域
手
当
等

広
域
異
動
手
当

住
居
手
当

通
勤
手
当

単
身
赴
任
手
当

特
殊
勤
務
手
当

特
地
勤
務
手
当

特
地
勤
務
手
当
に
準
ず
る
手
当

超
過
勤
務
手
当
等

宿
日
直
手
当

管
理
職
員
特
別
勤
務
手
当

期
末
手
当

寒
冷
地
手
当

勤
勉
手
当

そ
の
他

給
与
支
給
総
額

課
税
額
計

控除額

社
会

保
険
料

共
済
短
期
掛
金

非
課
税
額
計介
護
掛
金

退
職
等
年
金
掛
金

厚
生
年
金
保
険
料

健
康
保
険
料

介
護
保
険
料

雇
用
保
険
料

社
会
保
険
料
計

税
所
得
税

住
民
税

宿
舎

使
用
料

宿
舎

駐
車
場

社
会
保
険
料
以

外
の
共
済
組
合

支
払

診
療
報
酬
一
部
負
担
金

貯
金
預
入

保
険
貯
金
保
険
料

財
形
住
宅
貸
付
金
償
還

貸
付
金
返
済

財
形
貯
蓄

控
除
額
１

控
除
額
２

控
除
額
３

個
人
型
確
定
拠
出
年
金
掛
金

控
除
額
４

控
除
額
計

現
金
支
給
額

振
込
額
２

振
込
額
１

手
渡
額

備考

減
額

時
間額

減
給

超
過
勤
務

時
間
数
等

夜
勤
25

休
日
135

超
勤
100

超
勤
125

超
勤
135

超
勤
150

超
勤
160

超
勤
175

金
額

代
休
50

代
休
25

代
休
15

代
休
勤
務
50

代
休
勤
務
25

代
休
勤
務
15

加
減
額

標
準
報
酬

短
期

等
級

厚
生
年
金

等
級

月
額

月
額

退
職
等

年
金
給
付

等
級

月
額

被
課
税
金
額

(1)

(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(8)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)

(16)

(17)

(18)

(19)

(20)

(21)

(22)

(23)

(24)

(25)

(26)

(27)

(28)

(29)

(30)

(31)

(32)

(33)

(34)

(35)

(36)

(37)

(38)

(39)

(40)

(41)

(42)

(43)

(44)

(45)

(46)

(47)

(48)

(49)

(50)

(51)

(52)

(53)

(54)

(55)

(56)

(57)

(58)

(59)

(60)

(61)

(62)

(63)

(64)

(65)

(66)

(67)

(68)

(69)

(70)

(71)

(72)

(73)

(74)

(75)

(76)

(77)

(78)

(79)

(80)

(81)

月
額

被
課

税
金

額

退
職

等
年

金
給

付

等
級

月
額

厚
生

年
金

等
級

月
額

標
準

報
酬

短
期

等
級

加
減

額

代
休

勤
務

15

代
休

勤
務

25

代
休

勤
務

50

代
休

15

代
休

25

代
休

50

金
額

超
勤

175

超
勤

160

超
勤

150

超
勤

135

超
勤

125

超
勤

100

休
日

135

超
過

勤
務

時
間

数
等

夜
勤

25

減
給

額

備考

減
額

時
間

手
渡

額

振
込

額
２

振
込

額
１

現
金

支
給

額

控
除
額
計

個
人
型
確
定
拠
出
年
金
掛
金

控
除
額
４

控
除
額
３

控
除
額
２

控
除
額
１

財
形
貯
蓄

財
形
住
宅
貸
付
金
償
還

貸
付
金
返
済

保
険
貯
金
保
険
料

貯
金
預
入

社
会
保
険
料
以

外
の
共
済
組
合

支
払

診
療
報
酬
一
部
負
担
金

駐
車
場

宿
舎

使
用
料

宿
舎

住
民
税

税
所
得
税

社
会
保
険
料
計

雇
用
保
険
料

介
護
保
険
料

健
康
保
険
料

厚
生
年
金
保
険
料

退
職
等
年
金
掛
金

介
護
掛
金

控除額

社
会

保
険
料

共
済
短
期
掛
金

非
課

税
額

計

課
税

額
計

給
与

支
給

総
額

そ
の

他

寒
冷

地
手

当

勤
勉

手
当

期
末

手
当

管
理

職
員

特
別

勤
務

手
当

宿
日

直
手

当

超
過

勤
務

手
当

等

特
地

勤
務

手
当

に
準

ず
る

手
当

特
地

勤
務

手
当

特
殊

勤
務

手
当

単
身

赴
任

手
当

通
勤

手
当

住
居
手
当

広
域
異
動
手
当

地
域
手
当
等

扶
養
手
当

本
府
省
業
務
調
整
手
当

初
任
給
調
整
手
当

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

加給額

俸
給
の
特
別
調
整
額

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

俸
給

支
給

額

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

級
号

俸

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

合
計

俸
給

表

氏
　
　
名

給
与

期
間

職
員
別
給
与
簿
（
そ
の
２
）

平
成
　
　
　
年

組
織
・
所
属

職
員
番
号



改　　正　　後 改　　正　　前

別
表
第
２

組
織
・

所
属

N
o．

被
課
税
金

額

標
準

報
酬

退
職

等
年

金
給

付

等
級

月
額

月
額

厚
生

年
金

等
級

月
額

短
期

等
級

代
休
勤

務
2
5

代
休
勤

務
5
0

加
減
額

代
休
勤

務
1
5

代
休
5
0

金
額

代
休
1
5

代
休
2
5

超
勤

1
5
0

超
勤

1
3
5

超
勤

1
7
5

超
勤

1
6
0

休
日
1
3
5

超
勤

1
2
5

超
勤

1
0
0

備考

減
額

時
間

超
過

勤
務

時
間

数
等

夜
勤

2
5

減
給

額

手
渡
額

振
込
額

２

振
込
額

１

現
金

支
給

額

控
除
額
計

個
人
型
確
定
拠
出
年
金
掛
金

控
除
額
４

控
除
額
２

控
除
額
３

控
除
額
１

財
形
貯
蓄

財
形
住
宅
貸
付
金
償
還

貸
付
金
返
済

保
険
貯
金
保
険
料

社
会
保
険

料
以
外
の

共
済
組
合

支
払

診
療
報
酬
一
部
負
担
金

貯
金
預
入

宿
舎

使
用
料

宿
舎

駐
車
場

税
所
得
税

住
民
税

社
会
保
険
料
計

介
護
保
険
料

健
康
保
険
料

厚
生
年
金
保
険
料

退
職
等
年
金
掛
金

非
課
税
額

計

課
税
額

計

控除額

社
会

保
険
料

共
済
短
期
掛
金

雇
用
保
険
料

介
護
掛
金

給
与

支
給

総
額

そ
の

他

加給額

俸
給
の
特
別
調
整
額

管
理
職

員
特

別
勤

務
手

当

寒
冷
地

手
当

勤
勉

手
当

期
末
手

当

宿
日
直
手

当

超
過

勤
務

手
当

等

特
地

勤
務

手
当

に
準

ず
る

手
当

特
地

勤
務

手
当

特
殊
勤

務
手

当

単
身
赴

任
手

当

通
勤

手
当

住
居
手
当

広
域
異
動
手
当

初
任
給
調
整
手
当

地
域
手
当
等

扶
養
手
当

本
府
省
業
務
調
整
手
当

当
給
与
期
間
分

返
納
・
追
給
分

当
給
与
期
間
分

返
納
・
追
給
分

当
給
与
期
間
分

返
納
・
追
給
分

当
給
与
期
間
分

返
納
・
追
給
分

当
給
与
期
間
分

返
納
・
追
給
分

当
給
与
期
間
分

返
納
・
追
給
分

当
給
与
期
間
分

返
納
・
追
給
分

俸
給

支
給

額

氏
名

当
給
与
期
間
分

返
納
・
追
給
分

当
給
与
期
間
分

返
納
・
追
給
分

号
俸

当
給
与
期
間
分

返
納
・
追
給
分

番
号級

俸
給

表

基
 
 
 
 
 
 
準

 
 
 
 
 
 
給

 
 
 
 
 
 
与

 
 
 
 
 
 
簿

令
和

　
　
年

給
　
与

　
期

　
間

支
給

年
月
日

合
計

[
　
職

員
番
号
　
]

別
表
第
２

組
織

・
所

属
N
o．

厚
生

年
金

標
準

報
酬

短
期

等
級

被
課
税
金

額

月
額

退
職

等
年

金
給

付

等
級

月
額

等
級

月
額

加
減
額

代
休
勤

務
1
5

代
休
勤

務
2
5

代
休
勤

務
5
0

代
休
1
5

代
休
2
5

代
休
5
0

金
額

超
勤

1
7
5

超
勤

1
6
0

超
勤

1
5
0

超
勤

1
3
5

超
勤

1
2
5

超
勤

1
0
0

休
日
1
3
5

超
過

勤
務

時
間

数
等

夜
勤

2
5

減
給

備考

減
額

時
間額

手
渡
額

振
込
額

２

振
込
額

１

現
金

支
給

額

控
除
額
計

個
人
型
確
定
拠
出
年
金
掛
金

控
除
額
４

控
除
額
３

控
除
額
２

控
除
額
１

財
形
貯
蓄

財
形
住
宅
貸
付
金
償
還

保
険
貯
金
保
険
料

貯
金
預
入

社
会
保
険

料
以
外
の

共
済
組
合

支
払

診
療
報
酬
一
部
負
担
金

貸
付
金
返
済

駐
車
場

宿
舎

使
用
料

宿
舎

税
所
得
税

住
民
税

社
会
保
険
料
計

雇
用
保
険
料

介
護
保
険
料

健
康
保
険
料

厚
生
年
金
保
険
料

控除額

社
会

保
険
料

共
済
短
期
掛
金

退
職
等
年
金
掛
金

非
課
税
額

計

介
護
掛
金

課
税
額

計

給
与

支
給

総
額

そ
の

他

寒
冷
地

手
当

勤
勉

手
当

期
末
手

当

管
理
職

員
特

別
勤

務
手

当

宿
日
直
手

当

超
過

勤
務

手
当

等

特
地

勤
務

手
当

に
準

ず
る

手
当

特
地

勤
務

手
当

特
殊
勤

務
手

当

単
身
赴

任
手

当

通
勤

手
当

住
居
手
当

広
域
異
動
手
当

地
域
手
当
等

初
任
給
調
整
手
当

扶
養
手
当

加給額

俸
給
の
特
別
調
整
額

本
府
省
業
務
調
整
手
当

俸
給

支
給

額

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

号
俸

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

当
給

与
期

間
分

返
納

・
追

給
分

級

俸
給

表
合
計

番
号 基
 
 
 
 
 
 
準

 
 
 
 
 
 
給

 
 
 
 
 
 
与

 
 
 
 
 
 
簿

平
成

　
　

年
給

　
与

　
期

　
間

支
給

年
月

日

氏
名

[
　
職

員
番
号
　
]



給実甲第５８０号　新旧対照表（令和元年事企法―●●　第１５項第６号関係）

（傍線部分は改正部分）

改　　正　　後 改　　正　　前

J1704075
テキスト ボックス
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(傍線部分は改正部分)

給実甲第１０３３号　新旧対照表（令和元年事企法―●●　第１５項第７号関係）

改　　正　　後 改　　正　　前

別紙

１． 異動等の年月日 年 月 日

２． 異動等の日の前日及び直後に在勤していた官署及びその所在地

３． 異動等の直前の住居の所在地

４． 規則第２条及び第３条に規定する交通方法、経路等

（１）「異動等前の官署」から「異動等後の官署」までの交通方法、経路等

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

ｋｍ

（２）「異動等前の住居」から「異動等後の官署」までの交通方法、経路等

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

ｋｍ

分

５

合      計

６

２

３

４

順 路 交通方法 経　　　　　　路 距　　離

１

１

５

６

７

順 路 交通方法 経　　　　　　路 距　　離

合      計

所 在 地

広 域 異 動 手 当 支 給 調 書

組織・所属

官　職

職員番号 氏　名

平成

官署の名称 所在地

異動等前の官署

異動等後の官署

７

時間所要時間

※距離の合計が60㎞未満の場合で、始業の時刻前までに到着
するための時間が２時間以上であるとき

２

３

４

別紙

１． 異動等の年月日 年 月 日

２． 異動等の日の前日及び直後に在勤していた官署及びその所在地

３． 異動等の直前の住居の所在地

４． 規則第２条及び第３条に規定する交通方法、経路等

（１）「異動等前の官署」から「異動等後の官署」までの交通方法、経路等

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

ｋｍ

（２）「異動等前の住居」から「異動等後の官署」までの交通方法、経路等

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

から ( 経由） まで ｋｍ

ｋｍ

分

５

合      計

６

２

３

４

順 路 交通方法 経　　　　　　路 距　　離

１

１

５

６

７

順 路 交通方法 経　　　　　　路 距　　離

合      計

所 在 地

広 域 異 動 手 当 支 給 調 書

組織・所属

官　職

職員番号 氏　名

令和

官署の名称 所在地

異動等前の官署

異動等後の官署

７

時間所要時間

※距離の合計が60㎞未満の場合で、始業の時刻前までに到着
するための時間が２時間以上であるとき

２

３

４

J1704075
テキスト ボックス
１６




改　　正　　後 改　　正　　前

５． 併給調整等必要事項

- =

- = ％

- = ％

- = ％

- = ％

（１）異動等の日から受ける広域異動手当 （調整前） （３）地域手当（異動保障含む）

％ 年 月 日 まで ％ 年 月 日 まで

％ 年 月 日 まで ％ 年 月 日 まで

（２）異動等の日の前官署にて受ける広域異動手当 （調整前） ％ 年 月 日 まで

％ 年 月 日 まで

％ 年 月 日 まで

％ 年 月 日 まで

６． 備考

【記入上の注意】

１．「異動等」には官署の移転を含む。

２．「交通方法」欄には、交通の順路に従い徒歩、○○線、○○新幹線等の別を記入する。

 ３．「経路」欄には、距離が３００㎞以上の経路がある場合は、当該経路を一つ記入すれば足りることとし、また、

　「合計」欄も記入しなくともよいこととする。

 ４．異動等の直前の住居と当該異動等の直後に在勤する官署との間の距離が６０㎞未満であって、当該住居と当該官署

　との間を通勤するものとした場合に、始業の時刻前に当該官署に到着するために当該住居を出発することとなる時刻

　から当該始業の時刻までの時間が２時間以上であるときは、当該時間を「所要時間」欄に記入する。この場合におい

　て、自動車等の交通の用具を使用するときは、「交通方法」欄に当該交通の用具の名称（「自動車」、「自転車」

　等）を記入し、当該経路及び経路に係る通勤時間を記入した地図を添付する。

 ５．「実支給割合」には、調整後における実際に支給されることとなる割合を記入する。なお、調整の結果、支給され

　ないこととなる場合には「０」と記入する。

 ６．「５．併給調整等必要事項」の(1)及び(2)の｢支給割合｣欄には、調整前における本来支給を受けることとなる割合

　を記入する。

７．俸給表の適用又は準異動等があった職員にあっては、各欄の事項に相当する事項を記入するものとする。

平成 平成

平成 平成

平成　　　年　　　月　　　日　から　平成　　　年　　　月　　　日　まで

平成　　　年　　　月　　　日　から　平成　　　年　　　月　　　日　まで

支　給　の　終　期 支給割合 支　給　の　終　期

平成　　　年　　　月　　　日　から　平成　　　年　　　月　　　日　まで

支　給　期　間
広域異動手当

支給割合
（１）（２）

地域手当
支給割合（３）

実支給
割合

平成　　　年　　　月　　　日　から　平成　　　年　　　月　　　日　まで

支給割合

平成

支給割合 支　給　の　終　期 平成

平成

平成

５． 併給調整等必要事項

- =

- = ％

- = ％

- = ％

- = ％

（１）異動等の日から受ける広域異動手当 （調整前） （３）地域手当（異動保障含む）

％ 年 月 日 まで ％ 年 月 日 まで

％ 年 月 日 まで ％ 年 月 日 まで

（２）異動等の日の前官署にて受ける広域異動手当 （調整前） ％ 年 月 日 まで

％ 年 月 日 まで

％ 年 月 日 まで

％ 年 月 日 まで

６． 備考

【記入上の注意】

１．「異動等」には官署の移転を含む。

２．「交通方法」欄には、交通の順路に従い徒歩、○○線、○○新幹線等の別を記入する。

 ３．「経路」欄には、距離が３００㎞以上の経路がある場合は、当該経路を一つ記入すれば足りることとし、また、

　「合計」欄も記入しなくともよいこととする。

 ４．異動等の直前の住居と当該異動等の直後に在勤する官署との間の距離が６０㎞未満であって、当該住居と当該官署

　との間を通勤するものとした場合に、始業の時刻前に当該官署に到着するために当該住居を出発することとなる時刻

　から当該始業の時刻までの時間が２時間以上であるときは、当該時間を「所要時間」欄に記入する。この場合におい

　て、自動車等の交通の用具を使用するときは、「交通方法」欄に当該交通の用具の名称（「自動車」、「自転車」

　等）を記入し、当該経路及び経路に係る通勤時間を記入した地図を添付する。

 ５．「実支給割合」には、調整後における実際に支給されることとなる割合を記入する。なお、調整の結果、支給され

　ないこととなる場合には「０」と記入する。

 ６．「５．併給調整等必要事項」の(1)及び(2)の｢支給割合｣欄には、調整前における本来支給を受けることとなる割合

　を記入する。

７．俸給表の適用又は準異動等があった職員にあっては、各欄の事項に相当する事項を記入するものとする。

令和 令和

令和 令和

令和　　　年　　　月　　　日　から　令和　　　年　　　月　　　日　まで

令和　　　年　　　月　　　日　から　令和　　　年　　　月　　　日　まで

支　給　の　終　期 支給割合 支　給　の　終　期

令和　　　年　　　月　　　日　から　令和　　　年　　　月　　　日　まで

支　給　期　間
広域異動手当

支給割合

（１）（２）

地域手当
支給割合（３）

実支給
割合

令和　　　年　　　月　　　日　から　令和　　　年　　　月　　　日　まで

支給割合

令和

支給割合 支　給　の　終　期 令和

令和

令和



（傍線部分は改正部分）

昭和６２年職福―６９１　新旧対照表（平成３１年事企法―●●　第１５項第８号関係）

改　　正　　前改　　正　　後

J1704075
テキスト ボックス
１６




改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　後 改　　正　　前



改　　正　　前改　　正　　後



改　　正　　前改　　正　　後

●●
● ●



改　　正　　前改　　正　　後



昭和５４年任企―５４８ 新旧対照表（平成３１年事企法―●● 第１５項第９号関係）
（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

別紙１

公共的施設の指定申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第３条第１項第１号の規定によ

る公共的施設の指定について下記のとおり申請します。

記

１ 指定を受けようとする公共的施設の名称及び所在地

（設立年月日： ）

２ 指定希望年月日：

３ 申請理由

( ) 設立経緯1
( ) 事業内容2
( ) 事業運営方式3
① 基本財産及び事業費

② 研究体制

( ) 研究成果の活用4
( ) 所管行政との関係及び職員を休職にする理由5
( ) 休職予定者と当該施設での業務との関係6

（注） この申請書には、次に掲げる資料を添付するものとする。

１ 定款又は寄附行為

２ 役員の氏名等

３ 当該年度の事業計画

４ 前年度の収支決算書

５ 最近３年間における事業概要及び研究業績

６ 組織規程、組織図及び構成員数

７ 当該施設に属する研究者の氏名及び略歴

８ 休職予定者の氏名、官職、職務の級及び号俸、経歴並びに職務内容

９ その他参考となる資料

別紙１

公共的施設の指定申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第３条第１項第１号の規定によ

る公共的施設の指定について下記のとおり申請します。

記

１ 指定を受けようとする公共的施設の名称及び所在地

（設立年月日： ）

２ 指定希望年月日：

３ 申請理由

( ) 設立経緯1
( ) 事業内容2
( ) 事業運営方式3
① 基本財産及び事業費

② 研究体制

( ) 研究成果の活用4
( ) 所管行政との関係及び職員を休職にする理由5
( ) 休職予定者と当該施設での業務との関係6

（注） この申請書には、次に掲げる資料を添付するものとする。

１ 定款又は寄附行為

２ 役員の氏名等

３ 当該年度の事業計画

４ 前年度の収支決算書

５ 最近３年間における事業概要及び研究業績

６ 組織規程、組織図及び構成員数

７ 当該施設に属する研究者の氏名及び略歴

８ 休職予定者の氏名、官職、職務の級及び号俸、経歴並びに職務内容

９ その他参考となる資料

J1704075
テキスト ボックス
１６




別紙２

公共的施設及び業務の指定申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第３条第１項第１号の規定によ

る公共的施設の指定について下記のとおり申請し、併せて人事院規則１１

―４（職員の身分保障）の運用について第３条関係第２項括弧書の規定に

よる業務の指定について下記のとおり申請します。

記

１ 指定を受けようとする公共的施設の名称及び所在地

（設立年月日： ）

２ 指定を受けようとする業務

３ 指定希望年月日：

４ 申請理由

( ) 設立経緯1
( ) 事業内容2
( ) 事業運営方式3
① 基本財産及び事業費

② 研究体制

( ) 所管行政との関係4
( ) 休職予定者と当該施設での業務との関係5
( ) 人事院規則１１―４（職員の身分保障）の運用について第３条関係6
第２項括弧書の規定による指定を受けようとする理由

（注） この申請書には、次に掲げる資料を添付するものとする。

１ 定款又は寄附行為

２ 役員の氏名等

３ 当該年度の事業計画

４ 前年度の収支決算書

５ 最近３年間における事業概要及び業績

６ 組織規程、組織図及び構成員数

７ 休職予定者の氏名、官職、職務の級及び号俸、経歴並びに職務内容

８ その他参考となる資料

別紙２

公共的施設及び業務の指定申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第３条第１項第１号の規定によ

る公共的施設の指定について下記のとおり申請し、併せて人事院規則１１

―４（職員の身分保障）の運用について第３条関係第２項括弧書の規定に

よる業務の指定について下記のとおり申請します。

記

１ 指定を受けようとする公共的施設の名称及び所在地

（設立年月日： ）

２ 指定を受けようとする業務

３ 指定希望年月日：

４ 申請理由

( ) 設立経緯1
( ) 事業内容2
( ) 事業運営方式3
① 基本財産及び事業費

② 研究体制

( ) 所管行政との関係4
( ) 休職予定者と当該施設での業務との関係5
( ) 人事院規則１１―４（職員の身分保障）の運用について第３条関係6
第２項括弧書の規定による指定を受けようとする理由

（注） この申請書には、次に掲げる資料を添付するものとする。

１ 定款又は寄附行為

２ 役員の氏名等

３ 当該年度の事業計画

４ 前年度の収支決算書

５ 最近３年間における事業概要及び業績

６ 組織規程、組織図及び構成員数

７ 休職予定者の氏名、官職、職務の級及び号俸、経歴並びに職務内容

８ その他参考となる資料



別紙３

共同研究等に係る施設の指定申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第３条第１項第２号の規定によ

る施設の指定について下記のとおり申請します。

記

１ 指定を受けようとする施設の名称及び所在地

（設立年月日： ）

２ 指定希望年月日：

３ 申請理由

( ) 事業概要1
( ) 研究体制2
( ) 共同研究又は委託研究の概要及び実施計画3
( ) 研究成果の活用4
( ) 職員を休職にする理由5
( ) 休職予定者と当該施設での研究業務との関係6

（注） この申請書には、次に掲げる資料を添付するものとする。

１ 定款等
２ 前年度の収支決算書
３ 共同研究等契約書の写し
４ 最近３年間における研究業績
５ 組織規程、組織図及び構成員数
６ 当該共同研究等に従事する主たる研究者の略歴
７ 休職予定者の氏名、官職、職務の級及び号俸、経歴並びに職務内容
８ 税制上の特典の有無
９ その他参考となる資料

別紙３

共同研究等に係る施設の指定申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第３条第１項第２号の規定によ

る施設の指定について下記のとおり申請します。

記

１ 指定を受けようとする施設の名称及び所在地

（設立年月日： ）

２ 指定希望年月日：

３ 申請理由

( ) 事業概要1
( ) 研究体制2
( ) 共同研究又は委託研究の概要及び実施計画3
( ) 研究成果の活用4
( ) 職員を休職にする理由5
( ) 休職予定者と当該施設での研究業務との関係6

（注） この申請書には、次に掲げる資料を添付するものとする。
１ 定款等
２ 前年度の収支決算書
３ 共同研究等契約書の写し
４ 最近３年間における研究業績
５ 組織規程、組織図及び構成員数
６ 当該共同研究等に従事する主たる研究者の略歴
７ 休職予定者の氏名、官職、職務の級及び号俸、経歴並びに職務内容
８ 税制上の特典の有無
９ その他参考となる資料



別紙４

公共的機関の指定申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第３条第１項第４号の規定による

公共的機関の指定について下記のとおり申請します。

記

１ 指定を受けようとする公共的機関の名称及び所在地

（設立予定年月日： ）

２ 指定希望年月日：

３ 申請理由

( ) 設立経緯1
( ) 事業内容2
( ) 事業運営方式3
① 基本財産及び事業費

② 組織

( ) 所管行政との関係4
( ) 休職予定者と当該機関での業務との関係5

（注） この申請書には、次に掲げる資料を添付するものとする。

１ 設立趣意書

２ 設立発起人名簿

３ 役員就任予定者名簿

４ 定款又は寄附行為

５ 設立年度の事業計画

６ 国の必要な援助又は配慮を規定している法令

７ 組織規程、組織図及び構成員数

８ 休職予定者の氏名、官職、職務の級及び号俸、経歴並びに職務内容

９ その他参考となる資料

別紙４

公共的機関の指定申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第３条第１項第４号の規定による

公共的機関の指定について下記のとおり申請します。

記

１ 指定を受けようとする公共的機関の名称及び所在地

（設立予定年月日： ）

２ 指定希望年月日：

３ 申請理由

( ) 設立経緯1
( ) 事業内容2
( ) 事業運営方式3
① 基本財産及び事業費

② 組織

( ) 所管行政との関係4
( ) 休職予定者と当該機関での業務との関係5

（注） この申請書には、次に掲げる資料を添付するものとする。

１ 設立趣意書

２ 設立発起人名簿

３ 役員就任予定者名簿

４ 定款又は寄附行為

５ 設立年度の事業計画

６ 国の必要な援助又は配慮を規定している法令

７ 組織規程、組織図及び構成員数

８ 休職予定者の氏名、官職、職務の級及び号俸、経歴並びに職務内容

９ その他参考となる資料



別紙５

人事院規則１１―４第３条第１項第１号の規定による

休職の期間の更新承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第５条第３項の規定に基づき、同

規則第３条第１項第１号の規定による休職の期間の更新について下記のとお

り申請します。

記

１ 休職者の氏名、官職、職務の級及び号俸並びに経歴

２ 休職前に従事していた職務の内容

３ 休職発令年月日

４ 現在の所属施設名及び所在地

５ 現に従事している業務の内容

６ 更新予定期間

７ 更新を必要とする理由

８ 更新後に従事する業務の内容

（注） この申請書には、次に掲げる資料を添付するものとする。

１ 引き続き当該業務に従事する旨を本人が表示した文書

２ その他参考となる資料

別紙５

人事院規則１１―４第３条第１項第１号の規定による

休職の期間の更新承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第５条第３項の規定に基づき、同

規則第３条第１項第１号の規定による休職の期間の更新について下記のとお

り申請します。

記

１ 休職者の氏名、官職、職務の級及び号俸並びに経歴

２ 休職前に従事していた職務の内容

３ 休職発令年月日

４ 現在の所属施設名及び所在地

５ 現に従事している業務の内容

６ 更新予定期間

７ 更新を必要とする理由

８ 更新後に従事する業務の内容

（注） この申請書には、次に掲げる資料を添付するものとする。

１ 引き続き当該業務に従事する旨を本人が表示した文書

２ その他参考となる資料



別紙６

人事院規則１１―４第３条第１項第３号の規定による

休職の期間の更新承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第５条第３項の規定に基づき、同

規則第３条第１項第３号の規定による休職の期間の更新について下記のとお

り申請します。

記

１ 休職者の氏名及び官職名

２ 休職発令年月日

３ 更新予定期間

（ ）４ 人事院規則１４―１８ 研究職員の研究成果活用企業の役員等との兼業

第５条の規定による申出の年月日（既に当該申出に係る承認が行われてい

る場合にあっては、当該承認の年月日及び期限）

５ 主として研究成果活用企業の役員等の業務に従事する必要があり、研究

職員としての職務に従事することができないと認められる事情

６ 更新を必要とする理由

（注） この申請書には、参考となる資料を添付するものとする。

別紙６

人事院規則１１―４第３条第１項第３号の規定による

休職の期間の更新承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第５条第３項の規定に基づき、同

規則第３条第１項第３号の規定による休職の期間の更新について下記のとお

り申請します。

記

１ 休職者の氏名及び官職名

２ 休職発令年月日

３ 更新予定期間

（ ）４ 人事院規則１４―１８ 研究職員の研究成果活用企業の役員等との兼業

第５条の規定による申出の年月日（既に当該申出に係る承認が行われてい

る場合にあっては、当該承認の年月日及び期限）

５ 主として研究成果活用企業の役員等の業務に従事する必要があり、研究

職員としての職務に従事することができないと認められる事情

６ 更新を必要とする理由

（注） この申請書には、参考となる資料を添付するものとする。



別紙７

人事院規則１１―４第３条第１項第２号の規定による

休職の期間の更新期間の設定承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第５条第４項の規定に基づき、同

規則第３条第１項第２号の規定による休職の期間の更新期間を下記のとおり

設定したいので申請します。

記

１ 休職者の氏名、官職、職務の級及び号俸並びに経歴

２ 休職前に従事していた職務の内容

３ 休職発令年月日

４ 現在の所属施設名及び所在地

５ 現に従事している業務の内容

６ 更新を必要とする特別の事情及び更新予定期間

７ 更新後に従事する業務の内容

（注） この申請書には、次に掲げる資料を添付するものとする。

１ 引き続き当該業務に従事する旨を本人が表示した文書

２ その他参考となる資料

別紙７

人事院規則１１―４第３条第１項第２号の規定による

休職の期間の更新期間の設定承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第５条第４項の規定に基づき、同

規則第３条第１項第２号の規定による休職の期間の更新期間を下記のとおり

設定したいので申請します。

記

１ 休職者の氏名、官職、職務の級及び号俸並びに経歴

２ 休職前に従事していた職務の内容

３ 休職発令年月日

４ 現在の所属施設名及び所在地

５ 現に従事している業務の内容

６ 更新を必要とする特別の事情及び更新予定期間

７ 更新後に従事する業務の内容

（注） この申請書には、次に掲げる資料を添付するものとする。

１ 引き続き当該業務に従事する旨を本人が表示した文書

２ その他参考となる資料



別紙８

人事院規則１１―４第３条第１項第３号の規定による

休職の期間の更新期間の設定承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第５条第４項の規定に基づき、同

規則第３条第１項第３号の規定による休職の期間の更新期間を下記のとおり

設定したいので申請します。

記

１ 休職者の氏名及び官職名

２ 休職発令年月日

（ ）３ 人事院規則１４―１８ 研究職員の研究成果活用企業の役員等との兼業

第５条の規定による申出の年月日（既に当該申出に係る承認が行われてい

る場合にあっては、当該承認の年月日及び期限）

４ 主として研究成果活用企業の役員等の業務に従事する必要があり、研究

職員としての職務に従事することができないと認められる事情

５ 更新を必要とする特別の事情及び更新予定期間

（注） この申請書には、参考となる資料を添付するものとする。

別紙８

人事院規則１１―４第３条第１項第３号の規定による

休職の期間の更新期間の設定承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

申請者 印

人事院規則１１―４（職員の身分保障）第５条第４項の規定に基づき、同

規則第３条第１項第３号の規定による休職の期間の更新期間を下記のとおり

設定したいので申請します。

記

１ 休職者の氏名及び官職名

２ 休職発令年月日

（ ）３ 人事院規則１４―１８ 研究職員の研究成果活用企業の役員等との兼業

第５条の規定による申出の年月日（既に当該申出に係る承認が行われてい

る場合にあっては、当該承認の年月日及び期限）

４ 主として研究成果活用企業の役員等の業務に従事する必要があり、研究

職員としての職務に従事することができないと認められる事情

５ 更新を必要とする特別の事情及び更新予定期間

（注） この申請書には、参考となる資料を添付するものとする。



昭和５９年任企－２１９　新旧対照表（令和元年事企法－●●　第１５項第１０号関係）
(傍線部分は改正部分）　　　　　　）

改　　正　　後 改　　正　　前

J1704075
テキスト ボックス
16





昭和３１年職職―５９９ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１５項第１１号関係） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

  

J1704075
テキスト ボックス
１６




  



  



  



  



 

  



平成１２年職職―７０ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１５項第１２号関係） 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 後 改 正 前 

  

J1704075
テキスト ボックス
１６




  



  



 

  



改　　正　　前改　　正　　後

平成６年職職―３２８新旧対照表（令和元年事企法―●●　第１５項第１３号関係）

（傍線部分は改正部分）

J1704075
テキスト ボックス
１６




改　　正　　前改　　正　　後



平成９年任企―１４９ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１５項第１４号関係）
（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

別紙１

任期付研究員の任期を定めた採用等の承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

任期付研究員法第３条第２項、第４条第１項及び第６条第４項の規

定による任期を定めた採用等の承認について、下記のとおり申請しま

す。

記

１ 採用予定官職（所属部課名）

２ 当該官職に係る研究業務（期待される研究成果、研究活動等）の

内容

３ 採用予定者の氏名

４ 採用予定者を当該研究業務に従事させる必要性

５ 選考基準及び選考結果の概要

６ 任用予定期間（任用予定期間が５年を超える場合には、当該期間

を定めることが特に必要な理由を含む ）。

７ 任期付研究員法第６条第４項の規定による承認を得ようとする場

合には、予定する俸給月額及び当該俸給月額に決定しようとする理

由

別紙１

任期付研究員の任期を定めた採用等の承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

任期付研究員法第３条第２項、第４条第１項及び第６条第４項の規

定による任期を定めた採用等の承認について、下記のとおり申請しま

す。

記

１ 採用予定官職（所属部課名）

２ 当該官職に係る研究業務（期待される研究成果、研究活動等）の

内容

３ 採用予定者の氏名

４ 採用予定者を当該研究業務に従事させる必要性

５ 選考基準及び選考結果の概要

６ 任用予定期間（任用予定期間が５年を超える場合には、当該期間

を定めることが特に必要な理由を含む ）。

７ 任期付研究員法第６条第４項の規定による承認を得ようとする場

合には、予定する俸給月額及び当該俸給月額に決定しようとする理

由

J1704075
テキスト ボックス
１６




別紙１の２

第１号任期付研究員の選考採用等実施状況報告書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 採用官職（所属部課名）

２ 当該官職に係る研究業務の内容

３ 号俸（２号俸以上の号俸に決定した場合には、当該号俸に決定し

た理由）

４ 任期付研究員の氏名

５ 任期付研究員を当該研究業務に従事させる必要性

６ 選考基準、選考委員会の構成及び選考結果の概要

７ 採用年月日及び任期（任期が５年を超える場合には、当該任期を

定めた理由）

別紙１の２

第１号任期付研究員の選考採用等実施状況報告書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 採用官職（所属部課名）

２ 当該官職に係る研究業務の内容

３ 号俸（２号俸以上の号俸に決定した場合には、当該号俸に決定し

た理由）

４ 任期付研究員の氏名

５ 任期付研究員を当該研究業務に従事させる必要性

６ 選考基準、選考委員会の構成及び選考結果の概要

７ 採用年月日及び任期（任期が５年を超える場合には、当該任期を

定めた理由）



別紙２

任期付研究員法第３条第３項に規定する採用計画

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,協議者

１ 試験研究機関等

２ 採用予定官職（所属部課名）

３ 当該官職に係る研究業務（期待される研究成果、研究活動等）の

内容

４ 当該研究業務が任期付研究員法第３条第１項第２号に掲げる研究

業務に該当する理由

５ 採用予定日及び任用予定期間

６ 選考の手続

( ) 選考予定時期1
( ) 募集の時期2
( ) 募集の方法及び範囲3
( ) 選考委員会を設置する場合はその構成4
( ) 論文審査以外の評価項目5

別紙２

任期付研究員法第３条第３項に規定する採用計画

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,協議者

１ 試験研究機関等

２ 採用予定官職（所属部課名）

３ 当該官職に係る研究業務（期待される研究成果、研究活動等）の

内容

４ 当該研究業務が任期付研究員法第３条第１項第２号に掲げる研究

業務に該当する理由

５ 採用予定日及び任用予定期間

６ 選考の手続

( ) 選考予定時期1
( ) 募集の時期2
( ) 募集の方法及び範囲3
( ) 選考委員会を設置する場合はその構成4
( ) 論文審査以外の評価項目5



別紙３

任期付研究員法第４条第２項の任期の特例の承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

任期付研究員法第４条第２項の規定による任期の承認について、下

記のとおり申請します。

記

１ 採用予定官職（所属部課名）

２ 当該官職に係る研究業務の内容

３ 任用予定期間及び当該期間について３年を超えて定めることが特

に必要な理由

別紙３

任期付研究員法第４条第２項の任期の特例の承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

任期付研究員法第４条第２項の規定による任期の承認について、下

記のとおり申請します。

記

１ 採用予定官職（所属部課名）

２ 当該官職に係る研究業務の内容

３ 任用予定期間及び当該期間について３年を超えて定めることが特

に必要な理由



別紙４

第２号任期付研究員の選考採用等実施状況報告書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 採用官職（所属部課名）

２ 採用年月日及び任期（任期が３年を超える場合には、当該任期を

定めた理由）

３ 号俸（３号俸に決定した場合には、その理由）

４ 第２号任期付研究員の氏名

５ 学位の種類及びその取得年月日

別紙４

第２号任期付研究員の選考採用等実施状況報告書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 採用官職（所属部課名）

２ 採用年月日及び任期（任期が３年を超える場合には、当該任期を

定めた理由）

３ 号俸（３号俸に決定した場合には、その理由）

４ 第２号任期付研究員の氏名

５ 学位の種類及びその取得年月日



別紙５

任期付研究員業績手当支給状況報告書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 任期付研究員の氏名、官職（所属部課名）及び俸給月額

２ 合議体の名称及び構成員並びに業績認定を行うに当たっての評価

基準

３ 業績認定結果の概要

別紙５

任期付研究員業績手当支給状況報告書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 任期付研究員の氏名、官職（所属部課名）及び俸給月額

２ 合議体の名称及び構成員並びに業績認定を行うに当たっての評価

基準

３ 業績認定結果の概要



別紙６

人事院規則２０―０第４条の規定による異動の状況報告書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 異動後の官職（所属部課名）

２ 当該官職に係る研究業務の内容

３ 異動前の官職及び異動前に従事していた研究業務の内容

４ 任期付研究員の氏名

５ 当該任期付研究員を異動させる必要性

６ 当該任期付研究員の採用年月日及び任期

別紙６

人事院規則２０―０第４条の規定による異動の状況報告書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 異動後の官職（所属部課名）

２ 当該官職に係る研究業務の内容

３ 異動前の官職及び異動前に従事していた研究業務の内容

４ 任期付研究員の氏名

５ 当該任期付研究員を異動させる必要性

６ 当該任期付研究員の採用年月日及び任期



平成２６年人企―６６０ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１５項第１５号関係）
（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

別紙１

（ ）枚のうち 枚目

前年に交流派遣職員であった者に関する報告書

機関名

前年に交流派遣職員で
あった者の氏名

派 名 称
遣
先
企 事 業 内 容
業

（地位）

前年に占めていた地位
（業務内容）

当該職員がその交流派
遣に係る官民人事交流
法第７条第２項の規定
による書類の提出の時
に占めていた官職

自 年 月 日令和
交 流 派 遣 の 期 間

至 年 月 日令和

備 考

注１ 「前年に占めていた地位」欄について、前年に地位の変更があった場合は、占めていた
期間を付してそれぞれの地位及びその業務内容を記入する。

注２ 「当該職員がその交流派遣に係る官民人事交流法第７条第２項の規定による書類の提出
の時に占めていた官職」欄について、その占めていた官職が「大臣官房付」等である場合
は、併任の場合は併任先官職を、異動待機の場合はその直前の官職を、国際機関等への派
遣、研究休職等の場合は、その派遣先等の機関名を併せて記入する。

注３ 「交流派遣の期間」欄について、当初の交流派遣の期間に変更があった場合は、変更後の
期間を記入する。

別紙１

（ ）枚のうち 枚目

前年に交流派遣職員であった者に関する報告書

機関名

前年に交流派遣職員で
あった者の氏名

派 名 称
遣
先
企 事 業 内 容
業

（地位）

前年に占めていた地位
（業務内容）

当該職員がその交流派
遣に係る官民人事交流
法第７条第２項の規定
による書類の提出の時
に占めていた官職

自 平成 年 月 日
交 流 派 遣 の 期 間

至 平成 年 月 日

備 考

注１ 「前年に占めていた地位」欄について、前年に地位の変更があった場合は、占めていた
期間を付してそれぞれの地位及びその業務内容を記入する。

注２ 「当該職員がその交流派遣に係る官民人事交流法第７条第２項の規定による書類の提出
の時に占めていた官職」欄について、その占めていた官職が「大臣官房付」等である場合
は、併任の場合は併任先官職を、異動待機の場合はその直前の官職を、国際機関等への派
遣、研究休職等の場合は、その派遣先等の機関名を併せて記入する。

注３ 「交流派遣の期間」欄について、当初の交流派遣の期間に変更があった場合は、変更後の
期間を記入する。

J1704075
テキスト ボックス
１６




別紙２

（ ）枚のうち 枚目

３年前の年の１月１日から前年の１２月３１日までの間に
交流派遣から職務に復帰した職員に関する報告書

機関名

交流派遣後職務に
復帰した職員の氏名

復 帰 の 日 年 月 日令和

（官職）

前年に占めていた官職

派 名 称
遣
先
企 事 業 内 容
業

（地位）
派遣先企業において
復帰の日の直前に占め
ていた地位 （業務内容）

備 考

注 「前年に占めていた官職」欄について
① ３年前の年に復帰した職員にあっては、その復帰の日から２年を経過する日までに占
めていた官職を記入し、前年に官職の変更があった場合は、占めていた期間を付してそ
れぞれの官職を記入する。

「 」 、 、② 前年に占めていた官職が 大臣官房付 等である場合は 併任の場合は併任先官職を
国際機関等への派遣、研究休職等の場合は、その派遣先等の機関名を併せて記入する。
③ 前年において国家公務員退職手当法第１９条の規定により退職手当の支給を受けずに
退職した場合は、その退職後に就いた機関等の名称も記入する。
④ ２年前の年の１２月３１日以前に離職し又は死亡したことにより職員としての身分を
有していない場合は「なし」と記入する。ただし、当該離職が国家公務員退職手当法第
１９条の規定により退職手当の支給を受けずに退職したものであるときは、その退職後
に就いた機関等の名称を記入する。

別紙２

（ ）枚のうち 枚目

３年前の年の１月１日から前年の１２月３１日までの間に
交流派遣から職務に復帰した職員に関する報告書

機関名

交流派遣 後職務に
復帰した職員の氏名

復 帰 の 日 平成 年 月 日

（官職）

前年に占めていた官職

派 名 称
遣
先
企 事 業 内 容
業

（地位）
派遣先企業において
復帰の日の直前に占め
ていた地位 （業務内容）

備 考

注 「前年に占めていた官職」欄について
① ３年前の年に復帰した職員にあっては、その復帰の日から２年を経過する日までに占
めていた官職を記入し、前年に官職の変更があった場合は、占めていた期間を付してそ
れぞれの官職を記入する。

「 」 、 、② 前年に占めていた官職が 大臣官房付 等である場合は 併任の場合は併任先官職を
国際機関等への派遣、研究休職等の場合は、その派遣先等の機関名を併せて記入する。
③ 前年において国家公務員退職手当法第１９条の規定により退職手当の支給を受けずに
退職した場合は、その退職後に就いた機関等の名称も記入する。
④ ２年前の年の１２月３１日以前に離職し又は死亡したことにより職員としての身分を
有していない場合は「なし」と記入する。ただし、当該離職が国家公務員退職手当法第
１９条の規定により退職手当の支給を受けずに退職したものであるときは、その退職後
に就いた機関等の名称を記入する。



別紙３

（ ）枚のうち 枚目

前年に交流採用職員であった者に関する報告書

機関名

前年に交流採用職員で
あ っ た 者 の 氏 名

（官職）

前年に占めていた官職

（職務内容）

交 名 称
流
元
企 事 業 内 容
業

交流採用をされた日の
直前に交流元企業にお
いて占めていた地位
（官民人事交流法第２
条第４項第２号に係る
交流採用にあっては、
当該職員が交流元企業
において占めている地
位）

自 年 月 日令和
交 流 採 用 の 期 間

至 年 月 日令和

備 考

注１ 「前年に占めていた官職」欄について、前年に官職の変更があった場合は、占めていた
期間を付してそれぞれの官職及びその職務内容を記入する。

注２ 「交流採用の任期」欄について、当初の交流採用の任期に変更があった場合は、変更後
の任期を記入する。

別紙３

（ ）枚のうち 枚目

前年に交流採用職員であった者に関する報告書

機関名

前年に交流採用職員で
あ っ た 者 の 氏 名

（官職）

前年に占めていた官職

（職務内容）

交 名 称
流
元
企 事 業 内 容
業

交流採用をされた日の
直前に交流元企業にお
いて占めていた地位
（官民人事交流法第２
条第４項第２号に係る
交流採用にあっては、
当該職員が交流元企業
において占めている地
位）

自 平成 年 月 日
交 流 採 用 の 期 間

至 平成 年 月 日

備 考

注１ 「前年に占めていた官職」欄について、前年に官職の変更があった場合は、占めていた
期間を付してそれぞれの官職及びその職務内容を記入する。

注２ 「交流採用の任期」欄について、当初の交流採用の任期に変更があった場合は、変更後
の任期を記入する。



平成１２年任企―５９０ 新旧対照表（令和元年事企法―●● 第１５項第１６号関係）
（傍線部分は改正部分）

改 正 後 改 正 前

別紙１

任期付職員法第３条第１項の規定による任期を定めた採用等の

承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

任期付職員法第３条第１項及び第７条第３項の規定による任期を定

めた採用等の承認について、下記のとおり申請します。

記

１ 採用予定官職（号俸又は俸給月額及び所属部課名）

２ 当該官職に係る業務（採用予定者に期待する業績）の内容

３ 採用予定者の氏名

４ 採用予定者の高度の専門的な知識経験又は優れた識見（資格、経

歴、実務の経験等）の内容

５ 任用予定期間

６ 採用予定者を当該業務に当該期間を限って従事させる必要性

７ 選考基準、選考方法及び選考結果の概要

８ 任期付職員法第７条第３項の規定により承認を求める場合は、予

定する俸給月額に決定しようとする理由

別紙１

任期付職員法第３条第１項の規定による任期を定めた採用等の

承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

任期付職員法第３条第１項及び第７条第３項の規定による任期を定

めた採用等の承認について、下記のとおり申請します。

記

１ 採用予定官職（号俸又は俸給月額及び所属部課名）

２ 当該官職に係る業務（採用予定者に期待する業績）の内容

３ 採用予定者の氏名

４ 採用予定者の高度の専門的な知識経験又は優れた識見（資格、経

歴、実務の経験等）の内容

５ 任用予定期間

６ 採用予定者を当該業務に当該期間を限って従事させる必要性

７ 選考基準、選考方法及び選考結果の概要

８ 任期付職員法第７条第３項の規定により承認を求める場合は、予

定する俸給月額に決定しようとする理由

J1704075
テキスト ボックス
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別紙１の２

任期付職員法第３条第１項の規定による任期を定めた採用の

実施状況報告書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 採用官職（号俸又は俸給月額及び所属部課名）

２ 当該官職に係る業務の内容

３ 任期付職員の氏名

４ 任期付職員の高度の専門的な知識経験（資格、経歴、実務の経験

等）の内容

５ 採用年月日及び任期

６ 任期付職員を当該業務に当該期間を限って従事させる必要性

７ 募集の時期、公募等の方法及び範囲

８ 選考委員会の構成及び選考の経緯

９ 当該官職が規則８―１２第７条第１項に規定する特定官職である

場合は、採用前２年以内の期間における刑事事件に関する起訴の有

無

別紙１の２

任期付職員法第３条第１項の規定による任期を定めた採用の

実施状況報告書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 採用官職（号俸又は俸給月額及び所属部課名）

２ 当該官職に係る業務の内容

３ 任期付職員の氏名

４ 任期付職員の高度の専門的な知識経験（資格、経歴、実務の経験

等）の内容

５ 採用年月日及び任期

６ 任期付職員を当該業務に当該期間を限って従事させる必要性

７ 募集の時期、公募等の方法及び範囲

８ 選考委員会の構成及び選考の経緯

９ 当該官職が規則８―１２第７条第１項に規定する特定官職である

場合は、採用前２年以内の期間における刑事事件に関する起訴の有

無



別紙２

任期付職員法第３条第２項の規定による任期を定めた採用の

承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

任期付職員法第３条第２項の規定による任期を定めた採用の承認に

ついて、下記のとおり申請します。

記

１ 採用予定官職（職務の級及び号俸並びに所属部課名）

２ 当該官職に係る業務の内容

３ 採用予定者の氏名

４ 採用予定者の専門的な知識経験（資格、経歴、実務の経験等）の

内容

５ 任用予定期間

６ 採用予定者を当該業務に当該期間を限って従事させる必要性（任

期付採用の根拠規定）

７ 選考基準、選考方法及び選考結果の概要

別紙２

任期付職員法第３条第２項の規定による任期を定めた採用の

承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

任期付職員法第３条第２項の規定による任期を定めた採用の承認に

ついて、下記のとおり申請します。

記

１ 採用予定官職（職務の級及び号俸並びに所属部課名）

２ 当該官職に係る業務の内容

３ 採用予定者の氏名

４ 採用予定者の専門的な知識経験（資格、経歴、実務の経験等）の

内容

５ 任用予定期間

６ 採用予定者を当該業務に当該期間を限って従事させる必要性（任

期付採用の根拠規定）

７ 選考基準、選考方法及び選考結果の概要



別紙３

任期の更新の承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

、任期付職員法第５条第１項の規定による任期の更新の承認について

下記のとおり申請します。

記

１ 任期付職員の氏名及び官職（職務の級及び所属部課名）

２ 当該任期付職員が現に従事している業務の内容

３ 更新を必要とする理由

４ 当該任期付職員の採用年月日

５ 更新予定期間

注）任期付職員法第３条第１項の規定により採用された職員につい

ては 「職務の級」の表示は号俸又は俸給月額とする。、

別紙３

任期の更新の承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

、任期付職員法第５条第１項の規定による任期の更新の承認について

下記のとおり申請します。

記

１ 任期付職員の氏名及び官職（職務の級及び所属部課名）

２ 当該任期付職員が現に従事している業務の内容

３ 更新を必要とする理由

４ 当該任期付職員の採用年月日

５ 更新予定期間

注）任期付職員法第３条第１項の規定により採用された職員につい

ては 「職務の級」の表示は号俸又は俸給月額とする。、



別紙３の２

任期の更新の実施状況報告書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 任期付職員の氏名及び官職（職務の級及び所属部課名）

２ 当該任期付職員が現に従事している業務の内容

３ 更新を必要とする理由

４ 当該任期付職員の採用年月日

５ 更新期間

注）任期付職員法第３条第１項の規定により採用された職員について

は 「職務の級」の表示は号俸又は俸給月額とする。、

別紙３の２

任期の更新の実施状況報告書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 任期付職員の氏名及び官職（職務の級及び所属部課名）

２ 当該任期付職員が現に従事している業務の内容

３ 更新を必要とする理由

４ 当該任期付職員の採用年月日

５ 更新期間

注）任期付職員法第３条第１項の規定により採用された職員について

は 「職務の級」の表示は号俸又は俸給月額とする。、



別紙４

他の官職への任用の承認申請書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

任期付職員法第６条の規定による他の官職への任用の承認について、

下記のとおり申請します。

記

１ 任期付職員の氏名及び官職（職務の級及び所属部課名）

２ 採用時の官職（職務の級及び所属部課名）及び当該官職に係る業務

の内容

３ 任用予定官職（職務の級及び所属部課名）及び当該官職に係る業務

の内容

４ 当該任期付職員を他の官職に任用する必要性

５ 当該任期付職員の採用年月日及び任期

注）１ 任期付職員法第３条第１項の規定により採用された職員につい

ては 「職務の級」の表示は号俸又は俸給月額とする。、

２ ２及び３の業務の内容は、特定任期付職員にあっては期待する

業績の内容を含む。

別紙４

他の官職への任用の承認申請書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,申請者

任期付職員法第６条の規定による他の官職への任用の承認について、

下記のとおり申請します。

記

１ 任期付職員の氏名及び官職（職務の級及び所属部課名）

２ 採用時の官職（職務の級及び所属部課名）及び当該官職に係る業務

の内容

３ 任用予定官職（職務の級及び所属部課名）及び当該官職に係る業務

の内容

４ 当該任期付職員を他の官職に任用する必要性

５ 当該任期付職員の採用年月日及び任期

注）１ 任期付職員法第３条第１項の規定により採用された職員につい

ては 「職務の級」の表示は号俸又は俸給月額とする。、

２ ２及び３の業務の内容は、特定任期付職員にあっては期待する

業績の内容を含む。



別紙４の２

他の官職への任用の実施状況報告書

文書番号

令和 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 任期付職員の氏名及び官職（職務の級及び所属部課名）

２ 採用時の官職（職務の級及び所属部課名）及び当該官職に係る業務

の内容

３ 任用官職（職務の級及び所属部課名）及び当該官職に係る業務の内

容

４ 当該任期付職員を他の官職に任用する必要性

５ 当該任期付職員の採用年月日及び任期

注）１ 任期付職員法第３条第１項の規定により採用された職員につ

いては 「職務の級」の表示は号俸又は俸給月額とする。、

２ ２及び３の業務の内容は、特定任期付職員にあっては期待す

る業績の内容を含む。

別紙４の２

他の官職への任用の実施状況報告書

文書番号

平成 年 月 日

人事院事務総長 殿

,報告者

１ 任期付職員の氏名及び官職（職務の級及び所属部課名）

２ 採用時の官職（職務の級及び所属部課名）及び当該官職に係る業務

の内容

３ 任用官職（職務の級及び所属部課名）及び当該官職に係る業務の内

容

４ 当該任期付職員を他の官職に任用する必要性

５ 当該任期付職員の採用年月日及び任期

注）１ 任期付職員法第３条第１項の規定により採用された職員につ

いては 「職務の級」の表示は号俸又は俸給月額とする。、

２ ２及び３の業務の内容は、特定任期付職員にあっては期待す

る業績の内容を含む。


